
　

【表紙】 　

【提出書類】 有価証券報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条第１項

【提出先】 東海財務局長

【提出日】 平成24年６月28日

【事業年度】 第102期(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

【会社名】 株式会社ＡＴグループ

【英訳名】 ＡＴ－Ｇｒｏｕｐ Ｃｏ．，Ｌｔｄ．

【代表者の役職氏名】 取締役社長　　山　口　真　史

【本店の所在の場所】 名古屋市昭和区高辻町６番８号

【電話番号】 (052)883－3155(代表)

【事務連絡者氏名】 常務取締役　　山　本　大　志

【最寄りの連絡場所】 名古屋市昭和区白金三丁目18番26号

【電話番号】 (052)883－3155(代表)

【事務連絡者氏名】 常務取締役　　山　本　大　志

【縦覧に供する場所】 株式会社名古屋証券取引所

　 (名古屋市中区栄三丁目８番20号)

　

EDINET提出書類

株式会社ＡＴグループ(E02514)

有価証券報告書

 1/84



第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第98期 第99期 第100期 第101期 第102期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

売上高 (百万円) 365,657338,465334,270335,409347,057

経常利益 (百万円) 12,232 6,800 11,327 13,386 13,078

当期純利益 (百万円) 7,609 3,916 6,847 7,218 6,212

包括利益 (百万円) ― ― ― 5,334 8,297

純資産額 (百万円) 114,308109,766117,993122,115129,366

総資産額 (百万円) 295,012270,044271,852255,723274,306

１株当たり純資産額 (円) 3,433.043,257.073,501.373,627.643,845.32

１株当たり当期純利益金額 (円) 239.04 116.56 203.21 214.34 184.61

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 38.75 40.65 43.40 47.75 47.16

自己資本利益率 (％) 7.00 3.50 6.01 6.01 4.94

株価収益率 (倍) 5.44 6.52 4.58 4.50 6.16

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 26,785 4,466 42,547 20,169 26,469

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △21,193△18,535△12,743△17,103△14,702

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △8,862 13,653△29,358 △4,041 △11,919

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 3,626 3,210 3,656 2,680 2,527

従業員数
〔外、平均臨時雇用者数〕

(人)
5,983
〔957〕

5,998
〔1,001〕

6,155
〔966〕

6,114
〔994〕

6,082
〔1,006〕

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第98期 第99期 第100期 第101期 第102期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

営業収益 (百万円) 2,165 3,133 2,796 3,555 3,376

経常利益 (百万円) 1,533 2,558 1,738 2,597 2,382

当期純利益 (百万円) 1,555 2,067 1,529 2,504 1,714

資本金 (百万円) 2,917 2,917 2,917 2,917 2,917

発行済株式総数 (株) 35,171,05135,171,05135,171,05135,171,05135,171,051

純資産額 (百万円) 91,569 85,272 87,973 87,429 88,882

総資産額 (百万円) 159,611152,847148,672147,381142,186

１株当たり純資産額 (円) 2,620.712,443.702,521.232,508.272,641.97

１株当たり配当額
(うち１株当たり中間配当額)

(円)
30.00
(10.00)

30.00
(15.00)

35.00
(15.00)

30.00
(15.00)

30.00
(15.00)

１株当たり当期純利益金額 (円) 44.51 59.21 43.84 71.82 50.14

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 57.37 55.79 59.17 59.32 62.51

自己資本利益率 (％) 1.62 2.34 1.77 2.86 1.95

株価収益率 (倍) 29.23 12.84 21.22 13.44 22.70

配当性向 (％) 67.40 50.67 79.84 41.77 59.83

従業員数
〔外、平均臨時雇用者数〕

(人)
18

〔―〕
23

〔―〕
35

〔6〕
33

〔12〕
30

〔14〕

(注) １　営業収益には消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

３　第100期(平成22年３月期)の１株当たり配当額35円には、トヨタ１号車販売75周年の記念配当５円を含んでお

ります。

４　従業員数において、平均臨時雇用者数が、第98期及び第99期は従業員数の100分の10以下であったため、記載し

ておりません。
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２ 【沿革】

年月 概要

昭和17年11月 愛知県自動車配給株式会社として設立。

昭和18年11月 商号を愛知県自動車整備配給株式会社に変更。

昭和20年８月 愛知燃料機合同株式会社を合併。

昭和21年３月 東海工業株式会社を合併。

昭和21年９月

運輸省の自動車配給機構改組に関する通牒に基づきトヨタ自動車工業株式会社との間
に愛知県下における特約販売契約を締結、商号を愛知トヨタ販売株式会社と変更する
とともに本社を現在地に移転。

昭和23年８月 商号を愛知トヨタ自動車株式会社に変更。

昭和28年３月 愛知サンカー販売株式会社(現トヨタカローラ愛豊株式会社・連結子会社)設立。

昭和28年６月 名古屋スポーツガイド株式会社(現株式会社アトラス・非連結子会社)設立。

昭和35年６月 自動車損害保険及び自動車損害賠償責任保険代理業を開始。

昭和35年８月 中部トヨタリフト株式会社(現トヨタＬ＆Ｆ中部株式会社・連結子会社)設立。

昭和36年６月 愛知スズキ販売株式会社(連結子会社)設立。

昭和36年10月 名古屋証券取引所市場第二部に上場。

昭和41年９月
株式会社トヨタレンタカーサービス愛知(現株式会社トヨタレンタリース愛知・連結
子会社)設立。

昭和42年４月
北愛知トヨタ中古車販売株式会社(現愛知クレジットサービス株式会社・連結子会社)
設立。

昭和43年１月 トヨタオート愛知株式会社(現ネッツトヨタ愛知株式会社・連結子会社)設立。

昭和43年３月 愛知トヨタ興業株式会社(現株式会社アトコ・連結子会社)設立。

昭和43年11月 トヨタ部品愛知共販株式会社(持分法適用関連会社)設立。部品外販を分離・移管。

昭和47年11月
事務用機器の賃貸業務並びに事務機械化のためのシステム設計及び計算業務の受託を
開始。

昭和51年６月
建築用部材、住宅関連用品・機器の販売及び修理、並びに建設工事の設計、施工、監理及
び修理を開始。

昭和54年９月 トヨタビスタ愛知株式会社(現ネッツトヨタ東海株式会社・連結子会社)設立。

昭和59年９月
トヨタ情報システム愛知株式会社(連結子会社)設立。電算業務及び事務用機器の販売
等を分離・移管。

昭和62年７月 トヨタホーム愛知株式会社(連結子会社)設立。住宅業務を分離・移管。

平成５年２月 愛知トヨタ総合開発株式会社(現株式会社ＡＴビジネス・連結子会社)設立。

平成８年４月 トヨタカローラ愛豊株式会社がトヨタカローラ名都株式会社を合併。

平成17年８月
「レクサス」店舗をグループで９店舗オープン。「レクサス」ブランド車の販売を開
始。

平成18年12月
株式会社ＡＴグループ(現愛知トヨタ自動車株式会社・連結子会社)設立。株式会社Ａ
Ｔグループと吸収分割契約の締結。連結子会社11社と株式交換契約の締結。

平成19年４月

当社のほぼ全ての事業を吸収分割の方法により事業承継会社である株式会社ＡＴグ
ループ(現愛知トヨタ自動車株式会社・連結子会社)に承継。連結子会社11社と株式交
換を行い、株式会社ＡＴグループを含めた12社を完全子会社とする純粋持株会社体制
に移行。同時に当社の商号を株式会社ＡＴグループに、株式会社ＡＴグループの商号を
愛知トヨタ自動車株式会社に変更。

平成19年７月

愛知トヨタ総合開発株式会社の商号を株式会社ＡＴビジネスに変更。同年10月より、グ
ループ各社の間接業務、物流業務及び営業支援業務を行うビジネスセンターとして事
業を開始。
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３ 【事業の内容】

当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、純粋持株会社である当社(㈱ＡＴグループ)、子会社15社及び

関連会社１社により構成されており、自動車及び同部品・用品の販売、自動車整備その他の自動車関連サー

ビスを行う自動車関連事業、住宅の販売、建築営繕、不動産の取引などを行う住宅関連事業、情報処理・シス

テム開発などのコンピュータ関連業務を行う情報システム関連事業を主な事業内容とし、その他に割賦契

約等の保証・集金代行、旅行代理店等の事業活動を行っております。

当社グループの主な事業内容と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

なお、次の３事業は「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1) 連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグ

メントの区分と同一であります。
　

(1) 自動車関連事業

主な内容 事業内容の説明 この事業を行うグループ会社

自動車(新車)販売

自動車部品・用品の販売

中古車販売

自動車の整備、修理

(自動車ディーラー)

主としてユーザー向けにトヨタ車及び

フォルクスワーゲン車(注)の販売を

行っております。愛知スズキ販売㈱にお

いてはスズキ車を取り扱っております。

愛知トヨタ自動車㈱(子会社)

トヨタカローラ愛豊㈱(子会社)

ネッツトヨタ愛知㈱(子会社)

ネッツトヨタ東海㈱(子会社)

愛知スズキ販売㈱(子会社)

産業車両等の販売・修理 主としてユーザー向けにフォークリフ

ト等の産業車両等を販売しております。

トヨタＬ＆Ｆ中部㈱(子会社)

自動車のリース・レンタル 主として上記ディーラーから仕入れた

トヨタ車のリース・レンタルを行って

おります。

㈱トヨタレンタリース愛知(子会社)

自動車部品・用品の販売 主としてトヨタディーラー向けに修理

用部品・用品を供給しております。

トヨタ部品愛知共販㈱(関連会社)

その他 車両の輸送・納車準備、整備請負、自動

車学校の運営、グループ各社の間接業務

請負等

㈱アトコ(子会社)

㈱トランサット(子会社)

㈱ＡＴビジネス(子会社)

(注)　フォルクスワーゲン車は、愛知トヨタ自動車㈱及びトヨタカローラ愛豊㈱において取り扱っております。
　

(2) 住宅関連事業

主な内容 事業内容の説明 この事業を行うグループ会社

住宅の販売・施工

建築工事・営繕

不動産の売買・仲介

主としてユーザー向けにトヨタホーム

等の販売・施工等を行っております。

トヨタホーム愛知㈱(子会社)

　

(3) 情報システム関連事業

主な内容 事業内容の説明 この事業を行うグループ会社

情報処理・システム開発

システム機器等の販売

外部ユーザー向け及びグループ各社向

けに情報処理、システム開発を行う他、

システム機器等の販売を行っておりま

す。

トヨタ情報システム愛知㈱(子会社)

　

(4) その他

主な内容 事業内容の説明 この事業を行うグループ会社

割賦契約等の保証・集金代行

機器等のリース

自動車ディーラーのユーザーとの割賦

・リース契約の保証・集金代行を行う

他、グループ各社に対するシステム機器

等のリースを行っております。

愛知クレジットサービス㈱(子会社)

その他 旅行代理店、外食事業、グループ各社の

間接業務請負、不動産賃貸他

㈱アトラス(子会社)

㈱ＡＴビジネス(子会社)

㈱アトリウム(子会社)
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［事業系統図］

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

　

　

(注) ※１連結子会社 12社　

　　 ※２ 非連結子会社で持分法非適用会社 ３社　
　　 ※３ 関連会社で持分法適用会社 １社　
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４ 【関係会社の状況】
　

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の
内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

(連結子会社) 　 　 　 　 　

愛知トヨタ自動車㈱
(注３)(注４)

名古屋市昭和区 500
自動車関連
事業

100.0
当社所有の土地・建物を賃借している。
資金の貸借がある。
役員の兼任がある。

トヨタカローラ愛豊㈱
(注３)(注５)

名古屋市昭和区 310 同上 100.0
当社所有の土地・建物を賃借している。
資金の貸借がある。 
役員の兼任がある。

ネッツトヨタ愛知㈱ 名古屋市緑区 50 同上 100.0
資金の貸借がある。 
役員の兼任がある。

ネッツトヨタ東海㈱ 名古屋市南区 100 同上 100.0
当社所有の土地を賃借している。
資金の貸借がある。 
役員の兼任がある。

トヨタＬ＆Ｆ中部㈱ 名古屋市昭和区 40 同上 100.0
資金の貸借がある。 
役員の兼任がある。

㈱トヨタレンタリース愛知 名古屋市昭和区 50 同上 100.0
当社所有の建物を賃借している。
資金の貸借がある。 
役員の兼任がある。

愛知スズキ販売㈱ 名古屋市南区 40 同上 100.0
資金の貸借がある。 
役員の兼任がある。

㈱アトコ 名古屋市昭和区 55 同上 100.0
当社所有の土地・建物を賃借している。
資金の貸借がある。 
役員の兼任がある。

トヨタホーム愛知㈱ 名古屋市東区 50
住宅関連
事業

100.0
資金の貸借がある。 
役員の兼任がある。

トヨタ情報システム愛知㈱ 名古屋市昭和区 60
情報システ
ム関連事業

100.0
資金の貸借がある。 
当社の保証債務がある。
役員の兼任がある。

愛知クレジットサービス㈱ 名古屋市昭和区 80 その他 100.0
資金の貸借がある。 
役員の兼任がある。

㈱ＡＴビジネス 名古屋市昭和区 100
自動車関連
事業
その他

100.0

当社所有の土地・建物を賃借している。
当社に事務所を賃貸している。
資金の貸借がある。
役員の兼任がある。

(持分法適用関連会社) 　 　 　 　 　

トヨタ部品愛知共販㈱ 名古屋市熱田区 100
自動車関連
事業

28.0
(2.0)

役員の兼任がある。

(注) １　「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

２　「議決権の所有割合」の(　)内は間接所有で内数となっております。

３　特定子会社に該当しております。

４　愛知トヨタ自動車㈱については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。

主要な損益情報等 (1) 売上高 143,080百万円
　 (2) 経常利益 2,868百万円
　 (3) 当期純利益 925百万円
　 (4) 純資産額 60,445百万円
　 (5) 総資産額 105,265百万円

５　トヨタカローラ愛豊㈱については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。

主要な損益情報等 (1) 売上高 59,230百万円

　 (2) 経常利益 1,350百万円

　 (3) 当期純利益 944百万円

　 (4) 純資産額 11,933百万円

　 (5) 総資産額 44,270百万円

　

EDINET提出書類

株式会社ＡＴグループ(E02514)

有価証券報告書

 7/84



　

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成24年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(人)

自動車関連事業  5,486〔  950〕

住宅関連事業 232〔   31〕

情報システム関連事業  314〔   ―〕

その他 20〔   11〕

全社（共通）  30〔   14〕

合計 6,082〔1,006〕

(注) １　従業員数は、当社グループ(当社及び連結子会社)からグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グ

ループへの出向者を含む就業人員数であり、臨時従業員数は、〔　〕内に当連結会計年度の平均人員を外数で

記載しております。

２　臨時従業員には、パートタイマー及び派遣社員を含んでおります。

３　全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない当社の従業員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成24年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

 30〔 14〕 45.0 23.2 7,654

　

セグメントの名称 従業員数(人)

全社（共通）  30〔 14〕

(注) １　従業員数はすべて連結子会社から当社への出向者であり、臨時従業員数は、〔　〕内に当事業年度の平均人員を

外数で記載しております。

２　臨時従業員には、パートタイマーを含んでおります。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

４　純粋持株会社である当社の従業員数は、特定のセグメントに区分できない従業員であり、全社(共通)として記

載しております。

　

(3) 労働組合の状況

連結会社のうち、以下のとおり労働組合が組織されております。

平成24年３月31日現在

会社名 労働組合名 組合員数(人) 属する上部団体名

愛知トヨタ自動車㈱ 愛知トヨタ労働組合 1,696全トヨタ販売労働組合連合会

トヨタカローラ愛豊㈱ トヨタカローラ愛豊労働組合 928全トヨタ販売労働組合連合会

ネッツトヨタ愛知㈱ ネッツトヨタ愛知労働組合 450全トヨタ販売労働組合連合会

ネッツトヨタ東海㈱ ネッツトヨタ東海労働組合 280全トヨタ販売労働組合連合会

㈱アトコ アトコ労働組合 46 ―

トヨタホーム愛知㈱ トヨタホーム愛知労働組合 201全トヨタ販売労働組合連合会

トヨタ情報システム愛知㈱ トヨタ情報システム愛知労働組合 243 ―

㈱ＡＴビジネス ＡＴビジネス労働組合 118全トヨタ販売労働組合連合会

労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、昨年３月に発生した東日本大震災に伴う落ち込みから回復基

調にありましたが、昨秋以降の欧州債務危機や中東情勢の緊迫化による原油価格の高騰、円高の長期化の

影響などから、そのペースは鈍化しております。

自動車産業におきましては、震災後の生産減少をその後の増産でカバーし、国内総生産台数は約927万

台（前期比3.0％増）と回復、国内自動車販売につきましても、新車供給の正常化に加え、エコカー補助金

制度の復活による需要喚起も追い風となり、国内販売台数（除軽）は約307万台（同3.1％増）、当社グ

ループの主要な市場である愛知県では約269千台（同3.4％増）と増加いたしました。

こうしたなか、当社グループの自動車販売におきましては、エコカーや新型車を中心に積極的な需要の

掘り起こしを行ったことで、新車供給の遅延という制約を受けながらも受注状況は好調に推移し、新車販

売台数（除軽）は78,045台（同1.0％増）、軽自動車を含めた販売台数は88,798台（同1.5％増）と増販

となりました。なお、新車販売台数（除軽）の会社別内訳は以下のとおりであります。

愛知トヨタ自動車㈱     34,712台（前期比 1,537台増・ 4.6％増）

トヨタカローラ愛豊㈱   21,320台（　同　  　 9台減・ 0.0％減）

ネッツトヨタ愛知㈱     11,528台（　同　   584台減・ 4.8％減）

ネッツトヨタ東海㈱      9,259台（　同　   561台減・ 5.7％減）

愛知スズキ販売㈱        1,226台（　同　   408台増・49.9％増）

５社合計               78,045台（　同　   791台増・ 1.0％増）

これら新車販売の増加に加え、住宅や情報システムのソフト開発も好調に推移し、当社グループの連結

業績は、総売上高では3,470億57百万円（同3.5％増）と増加いたしましたが、利益面では、利益率の高い

サービス売上が減少したほか、割賦売上件数の増加に伴う割賦販売未実現利益繰入額の増加などにより、

営業利益は120億54百万円（同2.1％減）、経常利益は130億78百万円（同2.3％減）、当期純利益は税制改

正による繰延税金資産の取り崩しがあったことなどにより、62億12百万円（同13.9％減）と減益となり

ました。

　

① 自動車関連事業 

自動車関連事業につきましては、新車・中古車・サービス等も含め売上高は3,220億円（同3.3％増）、

営業利益は108億48百万円（同3.5％減）となりました。なお、自動車関連事業の売上高の商品別の内訳は

以下のとおりであります。

　 売上高(百万円) 構成比(％) 前期比(％)

新        車 189,062 58.7 5.0

中   古   車 37,530 11.7 2.1

サ ー ビ ス 46,802 14.5 △2.0

リース・レンタル 20,588 6.4 0.3

そ   の   他 28,016 8.7 4.9

合        計 322,000 100.0 3.3
　

② 住宅関連事業 

住宅関連事業につきましては、住宅ローン減税等の租税措置、住宅エコポイントや環境配慮型住宅への

補助金制度等の各種施策などが追い風となり、新設住宅着工戸数に持ち直しの動きが見られました。この

結果、売上高は214億95百万円（同5.0％増）となり、営業利益は8億4百万円（同18.2％増）となりまし

た。
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③ 情報システム関連事業 

情報システム関連事業につきましては、トヨタ自動車関連企業からのソフト開発の受託が増加し、売上

高は35億45百万円（同13.2％増）となりましたが、セグメント間の内部売上高が減少したほか、ソフト開

発などの利益率の低下により、営業利益は4億40百万円（同15.2％減）となりました。

　

(2) キャッシュ・フロー

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年

度に比べて1億53百万円減少し、25億27百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、264億69百万円(前期比62億99百万円増)でありました。これは

主に、税金等調整前当期純利益122億56百万円、減価償却費157億15百万円が計上されたことに加え、資金

の増加として、買掛金などの仕入債務の増加額210億34百万円があった一方で、資金の減少としては、売上

債権の増加額127億58百万円、たな卸資産の増加額67億94百万円などがあったことによります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、△147億2百万円(同24億円増)でありました。これは主に、貸与

資産(リース・レンタル車両)の取得及び売却による支出超過114億69百万円、有形固定資産(貸与資産以

外)の取得及び売却による支出超過36億45百万円があったことなどによります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、△119億19百万円(同78億78百万円減)でありました。これは主

に、短期借入金の純減少額104億56百万円があったことなどによります。
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２ 【仕入及び販売の状況】

(1) 仕入実績

当連結会計年度の仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

(百万円)

前年同期比(％)

自動車関連事業 263,658 9.6

住宅関連事業 17,335 1.6

情報システム関連事業 551 △19.7

合計 281,545 9.0

(注) １　セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
　

(2) 販売実績

当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

(百万円)

前年同期比(％)

自動車関連事業 322,000 3.3

住宅関連事業 21,495 5.0

情報システム関連事業 3,545 13.2

その他 16 36.7

合計 347,057 3.5

(注) １　セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２　総販売実績に対し、100分の10以上に該当する販売先はありません。

３　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

３ 【対処すべき課題】

今後の日本経済の見通しにつきましては、海外経済の成長率が高まり、また、震災復興関連の需要が

徐々に強まっていくにつれて、緩やかな回復経路に復していくと考えられます。しかし、その一方で消費

税増税の議論等がなされており、個人の消費マインドが減退する可能性があるなど懸念材料もあり、予断

を許さない面も含んでおります。

そうした景気動向のなか、国内自動車販売業界におきましては、少子化や車両保有期間の伸長などによ

り市場の縮小化は不可避と考えられます。また、トヨタ系自動車販売におきましても、一部車種の他チャ

ネルとの併売化の進展など、他店との競合も激化してきており、当社グループを取り巻く環境はさらに厳

しくなっていくものと予想されます。

当社グループにおきましては、取り巻く経営環境の変化に迅速・的確に対応し、中長期的にも持続ある

成長を実現するため、グループ戦略の強化をはかり、設備投資や経営資源の全体最適化など、グループの

総力を挙げて「効率性・的確性・公正性・透明性を一層高めたグループ経営」を継続して実現してまい

ります。

また、東海・東南海地震を想定し、グループ全体で策定したＢＣＰ（事業継続計画）の定着化やＢＣＭ

（事業継続マネジメント）の推進などを継続して取り組んでまいります。
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を

及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

当社グループ(当社及び連結子会社、以下この項において同じ。)は、リスク管理体制を整備し、以下のリス

クを識別した上で、事態の発生の予防・回避及び発生時の対応に真摯に努める所存であります。

なお、文中においては将来に関する事項が含まれておりますが、有価証券報告書提出日(平成24年６月28

日)現在において当社グループが判断したものであります。
　

(1) トヨタ自動車㈱との販売店契約について

「第２ 事業の状況 ２仕入及び販売の状況」に記載のとおり、当社グループでは、仕入及び販売におけ

る自動車関連事業のウエイトが高くなっております。この自動車関連事業においては、トヨタディーラー

４社（愛知トヨタ自動車㈱、トヨタカローラ愛豊㈱、ネッツトヨタ愛知㈱、ネッツトヨタ東海㈱）がトヨ

タ自動車㈱との販売店契約を締結しており、新車等の仕入においてトヨタ自動車㈱に対する依存度が高

くなっております。そして、売上高ではトヨタ車の販売がその中心となっております。従って、トヨタ自動

車㈱の販売店チャネル政策、取扱商品の変更など、その政策によっては、財務・業績に影響を及ぼす可能

性があります。
　

(2) 上記以外の経営上の重要な契約について

愛知トヨタ自動車㈱及びトヨタカローラ愛豊㈱のフォルクスワーゲン グループ ジャパン㈱との販売

店契約、㈱トヨタレンタリース愛知のトヨタ自動車㈱とのフランチャイズ契約、愛知スズキ販売㈱のスズ

キ㈱との販売店契約、トヨタＬ＆Ｆ中部㈱の㈱豊田自動織機との販売店契約、トヨタホーム愛知㈱のトヨ

タホーム㈱との販売店契約があります。これらの取引関係は良好であり、安定的に推移しておりますが、

契約内容に重要な変更があった場合や、取引関係の継続が困難となった場合には、業績に影響を及ぼす可

能性があります。
　

(3) 自動車販売市場に関する今後想定されるリスクについて

自動車性能の向上や消費嗜好・生活スタイルの変化などによるユーザーの「保有期間の長期化」、少

子高齢化の進行による「人口動態の変化」などにより、自動車販売市場が縮小する可能性があります。こ

れらの懸念事項への取り組みとして、当社グループの強みである、これまで長年培ってきたお客さまとの

関係や地域密着の営業活動による高い競争力を活かし、新たな需要の掘り起こしを行うとともに、グルー

プ戦略企画機能を発揮し、効率的な組織運営を展開することにより、急激な市場の変化への柔軟な対応、

強い経営基盤の構築を推進しております。
　

(4) 法的規制等による影響について

自動車販売に関連する法的規制等としては、自動車公正競争規約をはじめ、自動車リサイクル法、道路

運送車両法など、販売・整備に関する各種規制があります。また、自動車販売以外におきましても、保険募

集・代理業、建築業など、特定の事業に関連する各種規制の適用があり、その他にも事業の遂行に関連し

て、租税・労働・環境など、様々な法的規制等や当局の監督を受けております。従って、事業に重大な影響

を及ぼすような法的規制等の制定や改廃が行われた場合、業績・財務状況に影響が及ぶ可能性がありま

す。また、コンプライアンス等については、『ＡＴグループ企業行動憲章』のもと、グループ各社でＣＳＲ

基本方針等を定め、社内教育などにより啓発しておりますが、コンプライアンス等が遵守されなかった場

合におきましても、制裁・罰則の適用、営業活動の制限、社会的信用の低下などにより、業績・財務状況に

影響を及ぼす可能性があります。

これらの法的規制等に関するリスクに対して、当社グループの取り組み水準の引き上げを図るべく、当

社にＣＳＲ推進部を設置し、環境に関するリスクも含め、グループ各社の対応の強化を推進しておりま

す。
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(5) 残価設定型ローン販売による影響について

新車販売の一形態として、ユーザーのコスト意識の高まりにより、新車購入時にあらかじめローン終了

時の車両残価を設定し、その残価を最終回に据え置き、車両代から残価を差し引いた金額を分割支払する

「残価設定型ローン」による販売が増加傾向にあります。この「残価設定型ローン」において最終回に

据え置いた残価の決済方法は、現金・再分割・車両返却があり、今後、当社グループにおける当該ローン

販売がさらに増加し、車両返却による決済が増加した場合、中古車市場の動向等により返却車両の時価が

残価を下回るなど、業績に影響を及ぼす可能性があります。当社グループとして、これまで「残価設定型

ローン」で販売した車両の残価と返却を受けた車両の売価に関するデータを蓄積し、損失を的確に把握

した上で、対応を図ってまいります。
　

(6) 自然災害による影響について

当社グループの主要事業が販売業であるとともに、東海地区に営業拠点が集中しており、大規模な自然

災害が発生した場合は営業継続が困難になることが想定されます。今後、特にその規模が大きいとされて

いる３連動地震(東海・東南海及び南海地震)が発生する場合などには、当社グループの業績に影響を及

ぼす可能性があります。これらの災害に対しては、発生した場合の迅速な初動対応や、業務を早期に復旧

継続させることを目的として『ＡＴグループ事業継続基本方針』に基づき『ＢＣＰ(事業継続計画)』を

グループ全体で策定いたしました。今後は、『ＢＣＰ』の定着化と『ＢＣＭ（事業継続マネジメント）』

の推進に継続して取り組んでまいります。
　

(7) 個人情報等の流出等のリスクによる影響について

当社グループでは、販売業として多数のお客さまの個人情報をはじめとした重要な情報を保有・管理

しております。これらの情報の保護・管理につきましては、コンプライアンスの観点やいわゆる「個人情

報保護法」への対応などから、これまでもグループ全体の方針である「情報セキュリティポリシー」を

軸として規程類の整備や従業員への教育、本社等建物の入室方法の改善をはじめとしたセキュリティ対

策などの社内管理体制を整備し、情報保護の徹底を図っております。また、グループ内外の多くの情報を

取り扱うトヨタ情報システム愛知㈱は、情報セキュリティマネジメントシステムの国際規格であるＩＳ

Ｏ２７００１を取得し、セキュリティ対策を推進しております。しかし、万一不測の事態が発生し、重要な

情報が外部に流出・漏洩した場合は、損害賠償によるコストの発生、社会的信用の低下による営業活動へ

の悪影響など、業績・財務状況に影響を及ぼす可能性があります。
　

(8) 情報システム設備の障害リスクによる影響について

当社グループの主要な事業における各種の情報システムは、主にトヨタ情報システム愛知㈱のコン

ピュータ設備によって管理をしております。このコンピュータ設備が、災害等により設備に重大な被害を

受け、電気・通信回線に支障が出た場合、あるいはその他何らかの障害が起きた場合、業務の遂行に支障

をきたし、当社グループの業績や財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

こうした設備のあるデータセンターは、震度７の地震にも耐えうる構造となっており、また、バック

アップデータは週に一度オフサイト(滋賀県東近江市)に移送し別途保管するなど、障害・セキュリティ

等のリスク軽減策を実施しておりますが、あらゆる障害からのリスクを完全に排除することは困難であ

ります。
　

(9) 金利水準の変動による影響について

当社グループでは、割賦販売資金や設備資金、運転資金等を主として金融機関からの借入金により調達

しているため、有利子負債が多額となっており、今後、大きく金利水準が変動した場合には、当社グループ

の業績や財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

また、自動車関連事業以外にも、トヨタホーム愛知㈱が住宅関連事業を行っており、当該事業は、長期金

利の動向により消費者の購入マインドが大きく左右される傾向があり、長期金利が変動した場合は、当社

グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

これらの金利水準の変動による影響については、当社グループとして、これまでもＣＭＳ（キャッシュ

マネジメントシステム）の導入などにより、資金の効率化に取り組んでおりますが、さらに保有資産の見

直しなどを行い、影響の低減を図ってまいります。
　

(10) その他有価証券評価差額金による自己資本及び包括利益に与える影響について

当社グループが保有する投資有価証券は、そのほとんどが取引関係によるものであり、中でもトヨタ自

動車㈱の株式が大きなウエイトを占めております。また、当連結会計年度末における自己資本のうち、

「その他有価証券評価差額金」は10.3％と高い割合となっており、期末のトヨタ自動車㈱の株価によっ

て、自己資本が変動し、自己資本比率及び包括利益等に影響を及ぼす可能性があります。こうした投資有

価証券の保有については、やむを得ないものを除き総合的に勘案し、判断を適切に行ってまいります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

当社グループ(当社及び連結子会社)における経営上の重要な契約の概要は、以下のとおりであります。

　
(1) トヨタ自動車㈱との販売店契約

契約会社名 取扱商品 販売地域

愛知トヨタ自動車㈱

(連結子会社)
トヨタ車(乗用車、商用車)、レクサス車

愛知県、静岡県(浜松地区、レク

サス車に限る)

トヨタカローラ愛豊㈱

(連結子会社)
トヨタ車(乗用車、商用車)、レクサス車 愛知県

ネッツトヨタ愛知㈱

(連結子会社)
トヨタ車(乗用車、商用車)、レクサス車

愛知県(名古屋市南東部及び知

多・三河地区)

ネッツトヨタ東海㈱

(連結子会社)
トヨタ車(乗用車、商用車)、レクサス車

愛知県(名古屋市南東部及び知

多・三河地区)

　
(2) フォルクスワーゲン グループ ジャパン㈱との販売店契約

契約会社名 取扱商品 販売地域

愛知トヨタ自動車㈱

(連結子会社)
フォルクスワーゲン車 愛知県

トヨタカローラ愛豊㈱

(連結子会社)
フォルクスワーゲン車 愛知県

　
(3) トヨタ自動車㈱とのフランチャイズ契約

契約会社名 事業内容 営業地域

㈱トヨタレンタリース愛知

(連結子会社)
レンタカー事業、自動車リース事業 愛知県

　
(4) スズキ㈱との販売店契約

契約会社名 取扱商品 販売地域

愛知スズキ販売㈱

(連結子会社)
スズキ車(小型自動車、軽自動車) 愛知県(名古屋市及び県中央部)

　
(5) ㈱豊田自動織機との販売店契約

契約会社名 取扱商品 販売地域

トヨタＬ＆Ｆ中部㈱

(連結子会社)

トヨタ車(産業車両)、トヨタ産業機器、

トヨタ物流システム(無人搬送車・自動倉庫)
愛知県、岐阜県、三重県

　
(6) トヨタホーム㈱との販売店契約

契約会社名 取扱商品 販売地域

トヨタホーム愛知㈱

(連結子会社)
トヨタホーム製品(ユニット住宅、鉄軸住宅) 愛知県

　
６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

　
(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されております。この連結財務諸表の作成にあたって、経営者による会計方針の選択・適用、資産・

負債及び収益・費用の報告数値及び開示に影響を与える種々の仮定と見積りが必要とされます。これら

の見積りについて、過去の実績等を勘案し合理的に判断しておりますが、見積り特有の不確実性があるた

め、実際の結果と異なる場合があります。

　
(2) 財政状態の分析

(流動資産)

当連結会計年度末における流動資産合計の残高は、1,383億66百万円(前連結会計年度末1,194億10百万

円)となり、189億56百万円増加しました。これは主に、受取手形及び売掛金が114億70百万円増加、新車在

庫などの商品が67億39百万円増加したことなどによります。

(固定資産)

固定資産合計の残高は、1,359億39百万円(前連結会計年度末1,363億12百万円)となり、3億73百万円減

少しました。これは主に、投資有価証券が時価の上昇等により15億76百万円増加した一方で、建物及び構

築物が13億46百万円減少、繰延税金資産が4億36百万円減少したことなどによります。

(流動負債)

流動負債合計の残高は、1,036億38百万円(前連結会計年度末930億19百万円)となり、106億18百万円増

加しました。これは主に、新車買掛金が震災後の落ち込みから回復したため、支払手形及び買掛金が210億

34百万円増加した一方で、短期借入金が120億11百万円減少したことなどによります。

(固定負債)

固定負債合計の残高は、413億1百万円(前連結会計年度末405億88百万円)となり、7億13百万円増加しま

した。これは主に、繰延税金資産税金負債が4億25百万円減少した一方で、長期借入金が11億54百万円増加

したことなどによります。

(純資産)

純資産合計の残高は、1,293億66百万円(前連結会計年度末1,221億15百万円)となり、72億51百万円増加

しました。これは主に、当期純利益62億12百万円計上などによる利益剰余金が52億2百万円増加したほか、

その他有価証券評価差額金が20億84百万円増加したことなどによります。この結果、自己資本比率は

47.2％となり0.6ポイント減少しております。
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(3) 経営成績の分析

当連結会計年度の経営成績の概要としましては、総売上高が3,470億57百万円(前年同期比116億48百万

円増、3.5％増)となり、割賦販売未実現利益及び手数料収入を含めた売上総利益は726億84百万円(同5億

81百万円減、0.8％減)となりました。営業利益は120億54百万円(同2億59百万円減、2.1％減)、経常利益も

130億78百万円(同3億7百万円減、2.3％減)、当期純利益も62億12百万円(同10億6百万円減、13.9％減)とな

りました。

① 売上高

売上高は、エコカーや新型車を中心に新車の受注状況が好調に推移したほか、住宅や情報システムの

ソフト開発も好調であったため、総売上高は3,470億57百万円(同116億48百万円増、3.5％増)と増加と

なりました。

② 売上原価、販売費及び一般管理費

売上原価は、新車の売上原価が増加したことなどで、2,904億75百万円(同111億34百万円増、4.0％増)

となり、利益率の高いサービス売上の減少などにより、売上原価率は83.7％と0.4ポイント上昇してお

ります。

販売費及び一般管理費は、宣伝用印刷物など費用の見直し・圧縮により減少となったほか、一般管理

費では人件費や事務用消耗品費の減少などにより、総額では606億29百万円(同3億22百万円減、0.5％

減)となりました。

③ 特別損失

特別損失は、固定資産の減損損失6億66百万円、投資有価証券の評価損1億32百万円を計上したことな

どにより、8億22百万円(同1億55百万円減、15.9％減)となりました。

　

(4) キャッシュ・フローの状況の分析

キャッシュ・フローの状況の分析については、「１ 業績等の概要 (2) キャッシュ・フロー」をご参

照ください。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループ(当社及び連結子会社)の当連結会計年度における設備投資(貸与資産を除く、以下同じ)は、

自動車関連事業の店舗設備を中心に総額4,291百万円を実施しました。

自動車関連事業においては、販売強化のための店舗の移転新築、試乗車等の車両更新など、自動車関連事

業での設備投資は3,960百万円と設備投資全体の92.3％を占めております。

上記以外の事業では、住宅関連事業における住宅展示場を中心に107百万円の設備投資を実施しました。

当連結会計年度に完成した重要な設備の新設などは以下のとおりであります。

トヨタカローラ愛豊㈱ 昭和橋卸センター（名古屋市中川区）の土地購入(注)

　 茶屋が坂店（名古屋市千種区）の土地購入(注)

　 三好店（愛知県みよし市）の土地購入(注)

　 高蔵寺店（愛知県春日井市）の増改築

ネッツトヨタ愛知㈱ 刈谷店（愛知県刈谷市）の隣地購入および整地

㈱トヨタレンタリース愛知 浄心店（名古屋市西区）の移転新築

(注) カローラ愛豊㈱の昭和橋卸センター、茶屋が坂店、三好店、それぞれの土地購入は、契約満了等
により借地を購入したものであります。

　
２ 【主要な設備の状況】

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は、次のとおりであります。

(1) 提出会社

平成24年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物及び

構築物
土地
(面積㎡)

その他 合計

本社
(名古屋市昭和区)
他賃貸資産
(注４)

自動車関連事業 賃貸資産 1,251
1,377

(102,995)
〔29,999〕

172 2,800 ―

全社(共通) その他設備 591
428

(34,223)
20 1,040

30
〔14〕
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(2) 国内子会社

平成24年３月31日現在

会社名

(所在地)
事業所名

セグメント

の名称

設備の

内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(人)建物及び

構築物
貸与資産

土地

(面積㎡)
その他 合計

愛知トヨタ自動車㈱

(名古屋市昭和区)

本社・

高辻営業所

他98事業所

自動車関連

事業

販売設備

及び

整備工場

8,900 3,068

17,284

(206,342)

〔114,194〕

2,098 31,352
1,972

〔389〕

トヨタカローラ愛豊㈱

(名古屋市昭和区)

本社・

本社滝子店

他63事業所

自動車関連

事業

販売設備

及び

整備工場

3,313 2,093

9,147

(85,286)

〔86,955〕

973 15,527
1,089

〔75〕

ネッツトヨタ愛知㈱

(名古屋市緑区)

本社・本店

他33事業所

自動車関連

事業

販売設備

及び

整備工場

2,686 60

4,967

(52,278)

〔42,465〕

404 8,118
531

〔40〕

ネッツトヨタ東海㈱

(名古屋市南区)

本社・

呼続店

他20事業所

自動車関連

事業

販売設備

及び

整備工場

2,456 180

4,276

(24,380)

〔46,111〕

542 7,457
321

〔30〕

トヨタＬ＆Ｆ中部㈱

(名古屋市昭和区)

本社・

高辻営業所

他33事業所

自動車関連

事業

販売設備

及び

整備工場

2,411 928

4,585

(76,709)

〔10,528〕

269 8,194
632

〔91〕

㈱トヨタレンタリース

愛知

(名古屋市昭和区)

本社・

高辻店

他67事業所

自動車関連

事業

販売設備

及び

整備工場

963 11,873

1,308

(7,176)

〔72,735〕

257 14,403
486

〔197〕

愛知スズキ販売㈱

(名古屋市南区)

本社・

本社営業所

他16事業所

自動車関連

事業

販売設備

及び

整備工場

408 ―

1,814

(13,988)

〔19,872〕

193 2,416
242

〔5〕

㈱アトコ

(名古屋市昭和区)

本社

他２事業所

自動車関連

事業

その他

設備
88 ―

848

(17,566)

〔3,054〕

33 969
62

〔70〕

愛知クレジット

サービス㈱

(名古屋市昭和区)

本社 その他
その他

設備
71 ―

499

(10,332)

〔100〕

561 1,132
16

〔11〕

トヨタ情報システム

愛知㈱

(名古屋市昭和区)

本社・日進

本社・納屋

橋事務所

情報システ

ム関連事業

その他

設備
346 ―

564

(2,315)

〔280〕

16 927
314

〔―〕

トヨタホーム愛知㈱

(名古屋市東区)

本社

他18事業所

住宅関連

事業
販売設備 173 ―

―

〔1,589〕
45 218

232

〔31〕

㈱ＡＴビジネス

(名古屋市昭和区)

本社・

納屋橋本社

他３事業所

自動車関連

事業

その他

車両保管設

備

その他

設備

17 ―
―

〔1,326〕
34 51

155

〔53〕

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、機械装置及び運搬具、工具、器具、備品、リース資産並びに建設仮勘定の合計であ

ります。なお、金額(建設仮勘定を除く)には消費税等を含んでおりません。

２　土地及び建物の一部を賃借しており、年間賃借料は2,637百万円であります。賃借中の土地の面積については、

〔　〕で外書きしております。

３　現在休止中の主要な設備はありません。

４　愛知トヨタ自動車㈱、トヨタカローラ愛豊㈱、㈱アトコ、㈱ＡＴビジネス及び㈱トランサット(非連結子会社)に

賃貸中の土地、建物、ネッツトヨタ東海㈱に賃貸中の土地、㈱トヨタレンタリース愛知に賃貸中の建物を含ん

でおります。

５　従業員数の〔　〕は、臨時従業員数を外書きしております。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

当社グループ(当社及び連結子会社)の設備投資については、需要予測、投資効率等を総合的に勘案して計

画しております。設備投資は原則的に連結会社各社が個別に策定しておりますが、特に重要なものについて

は当社への事前報告承認事項とすることとして、グループ全体での最適を考慮しながら、調整等を図ってお

ります。

当連結会計年度末現在における重要な設備の新設計画は以下のとおりであります。

　
重要な設備の新設

　

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

投資予定金額
資金調
達方法

着手及び完了
予定年月 完成後の

増加能力等総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

愛知トヨタ自動車㈱
 刈谷営業所
(愛知県刈谷市)

自動車関連
事業

販売設備及
び整備工場

613 199自己資金
平成23年
８月

平成24年
９月

(注１)

トヨタカローラ愛豊㈱
 晴丘店
(愛知県尾張旭市)

自動車関連
事業

販売設備及
び整備工場

310 196借入金
平成24年
２月

平成24年
７月

(注２)

ネッツトヨタ東海㈱
 豊川店
(愛知県豊川市)

自動車関連
事業

販売設備及
び整備工場

500 50自己資金
平成24年
３月

平成24年
９月

(注３)

(注) １　設備の老朽化、プレゼンス向上による増販を目的とした店舗建て替えであり、ショウルーム及び屋外の展示台

数、お客さま駐車場の収容台数、サービス工場のストール数などが増加することとなります。

２　隣地の土地購入及びサービス工場の建築、それに伴う工場跡の新車ショウルームへの改修であり、検査ライン

の新設、サービス工場のストール数及びショウルームの展示台数などが増加することとなります。

３　設備の老朽化、東三河地区における営業・集客力拡大を目的とした店舗建て替えであり、ショウルームの展示

台数、お客さま駐車場の収容台数、サービス工場のストール数などが増加することとなります。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 77,497,000

計 77,497,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在発行数(株)
(平成24年３月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成24年６月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 35,171,051 35,171,051
名古屋証券取引所
市場第二部

単元株式数は1,000株
であります。

計 35,171,051 35,171,051 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成19年４月１日(注)10,049,32335,171,051 ― 2,917 23,460 25,819

(注)　連結子会社11社を完全子会社とする株式交換を行ったことによる増加であります。
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(6) 【所有者別状況】

平成24年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他
の法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数(人) 1 22 19 66 41 - 2,2892,438 ―

所有株式数
(単元)

1 12,264 195 6,4412,713 - 13,26434,878293,051

所有株式数
の割合(％)

0.00 35.16 0.56 18.47 7.78 - 38.03100.00 ―

(注)　自己株式1,528,421株は、「個人その他」に1,528単元、「単元未満株式の状況」に421株含まれております。

　

(7) 【大株主の状況】

平成24年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

名古屋友豊㈱ 名古屋市中川区尾頭橋１丁目１番47号 2,973 8.45

東京海上日動火災保険㈱ 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 2,168 6.16

三井住友海上火災保険㈱ 東京都中央区新川２丁目27番２号 1,793 5.09

あいおいニッセイ同和損害保
険㈱

東京都渋谷区恵比寿１丁目28番１号 1,793 5.09

山口直樹 名古屋市昭和区 1,741 4.95

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 1,200 3.41

ジェーピー　モルガン　チェー
ス　バンク　385093
(常任代理人　㈱みずほコーポ
レート銀行決済営業部)

125 LONDON WALL，LONDON，EC2Y 5AJ U.K.
 
(東京都中央区月島４丁目16番13号)

1,150 3.26

日本トラスティ・サービス信
託銀行㈱(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 983 2.79

ＡＴＧグループ社員持株会 名古屋市緑区浦里３丁目100番地 977 2.77

㈱三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 832 2.36

計 ― 15,612 44.38

(注) １　上記のほか当社所有の自己株式1,528千株あります。

２　シュローダー証券投信投資顧問㈱から、平成21年10月６日付で提出された大量保有報告書により、平成21年９

月30日現在で2,348千株(発行済株式総数に対する所有株式数の割合6.68％)を保有している旨の報告を受け

ておりますが、当社として当事業年度末時点における所有株式数の確認ができませんので、上記表には含めて

おりません。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成24年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　1,528,000

―
単元株式数は1,000株であ
ります。

完全議決権株式(その他) 普通株式 33,350,000 33,350 同上

単元未満株式 普通株式　　293,051 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 35,171,051 ― ―

総株主の議決権 ― 33,350 ―

　

② 【自己株式等】

平成24年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数
の合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

㈱ＡＴグループ
名古屋市昭和区高辻町
６番８号

1,528,000― 1,528,000 4.34

計 ― 1,528,000― 1,528,000 4.34

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第3号に該当する普通株式の取得及び会社法第155条第7号に該
当する普通株式の取得

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会（平成23年９月15日）での決議状
況（取得日　平成23年９月16日）

1,194,000 1,194,000,000

当事業年度前における取得自己株式 - -

当事業年度における取得自己株式 1,194,000 1,194,000,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 0 0

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 0.0 0.0
　 　 　

当期間における取得自己株式 - -

提出日現在の未行使割合(％) 0.0 0.0

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】
　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 20,996 21,855,592
　 　 　

当期間における取得自己株式 722 794,655

(注)　当期間における取得自己株式には、平成24年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

による株式は含まれておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】
　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他
(単元未満株式の買増請求による売渡)

1,092 1,511,484 ― ―
　 　 　 　 　

保有自己株式数 1,528,421 ― 1,529,143 ―

(注) １　当期間における処理自己株式には、平成24年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

増による株式は含まれておりません。

２　当期間における保有自己株式数には、平成24年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取及び買増による株式は含まれておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主の皆さまへの利益還元はもとより重要な経営課題のひとつととらえ、長期安定的な配当の継

続をその基本とし、連結業績・財政状態及び配当性向等を総合的に勘案、将来の事業展開と経営体質強化の

ために必要な内部留保を確保しつつ、配当を実施していきたいと考えております。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、会社法第459条

第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行う旨を定款に定めております。

当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき、１株当たり30円の配当(うち中間配当15円)を実施

することを決定いたしました。この結果、当事業年度の連結配当性向は16.3％となりました。

内部留保資金につきましては、自動車販売業界は主力商品のモデル変更に伴う業績変動の幅の大きい業

態であること、また、当社グループにおいては営業拠点が330ヶ所以上あり、常にスクラップアンドビルドが

必要であることもあり、十分な内部資金を確保しながら、業界における販売競争の激化に対処すべく、自己

資本を充実させ、財務体質の強化を図り、そして、将来を見据えた効果的な投資等に活用してまいりたいと

考えております。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

　

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

平成23年11月10日
取締役会決議

504 15

平成24年５月11日
取締役会決議

504 15

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第98期 第99期 第100期 第101期 第102期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

最高(円) 2,350 1,499 930 1,210 1,158

最低(円) 1,300 716 680 775 900

(注)　最高・最低株価は、名古屋証券取引所(市場第二部)におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成23年10月 11月 12月 平成24年１月 ２月 ３月

最高(円) 1,000 965 1,003 1,030 1,040 1,158

最低(円) 900 915 943 959 950 1,018

(注)　最高・最低株価は、名古屋証券取引所(市場第二部)におけるものであります。
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５ 【役員の状況】
　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役会長 代表取締役 山　口　直　樹 昭和12年６月11日生

昭和35年３月 トヨタ自動車販売株式会社(現トヨ

タ自動車株式会社)入社

(注３) 1,741

昭和40年11月 当社入社

昭和44年５月 取締役

昭和47年11月 常務取締役

昭和50年５月 専務取締役

昭和51年３月 取締役社長

昭和51年４月 名古屋友豊株式会社取締役社長

昭和63年６月 中部トヨタリフト株式会社(現トヨ

タＬ＆Ｆ中部株式会社)取締役会長

(現任)

平成６年11月 トヨタ情報システム愛知株式会社取

締役会長(現任)

平成14年６月 当社取締役会長

平成15年６月 取締役会長兼社長

平成18年12月 株式会社ＡＴグループ(現愛知トヨ

タ自動車株式会社)取締役会長(現

任)

平成21年６月

平成22年11月

当社取締役会長(現任)

名古屋友豊株式会社取締役会長(現

任)

取締役社長 代表取締役 山　口　真　史 昭和46年２月23日生

平成６年４月 トヨタ自動車株式会社入社

(注３) 296

平成14年４月 当社入社

平成15年４月 参与営業企画部長

平成15年６月 取締役

平成18年６月 常務取締役

平成18年12月 株式会社ＡＴグループ(現愛知トヨ

タ自動車株式会社)取締役

平成19年４月 同社取締役社長(現任)

平成19年４月 当社取締役

平成20年５月 株式会社アトリウム取締役社長(現

任)

平成21年６月

平成22年11月

 
平成23年６月

当社専務取締役

名古屋友豊株式会社取締役社長(現

任)

当社取締役社長(現任）

専務取締役
代表取締役
総務部担当

廣　山　翔　吾 昭和19年５月15日生

昭和43年３月 当社入社

(注３) 24

平成９年４月 参与総務部長

平成９年６月 取締役

平成18年６月 常務取締役

平成23年６月 専務取締役総務部担当(現任)

常務取締役
企画部担当 
経理部担当

山　本　大　志 昭和37年１月27日生

昭和59年４月 当社入社

(注３) 2

平成16年10月 営業企画部次長

平成19年４月 企画部次長

平成22年６月

平成23年６月

 
平成24年６月

 

取締役企画部長兼経理部長

常務取締役企画部担当兼経理部担当

(現任)

愛知クレジットサービス株式会社取

締役社長(現任)

取締役
CSR推進部長
内部監査室担当

木　脇  徹一郎 昭和36年８月30日生

昭和59年４月

平成20年１月

平成23年６月

平成23年11月

当社入社

内部監査室長

取締役内部監査室長兼CSR推進部長

取締役CSR推進部長兼内部監査室担

当(現任)

(注３) 1

取締役 　 寺　町　一　憲 昭和29年11月２日生

昭和52年４月 トヨタ自動車販売株式会社(現トヨ
タ自動車株式会社)入社

(注３) 13

平成９年７月 トヨタカローラ南茨城株式会社取締
役

平成15年６月 トヨタビスタ愛知株式会社(現ネッ
ツトヨタ東海株式会社)専務取締役

平成17年６月

 
トヨタカローラ愛豊株式会社取締役
社長(現任)

平成19年４月 当社取締役(現任)

取締役 　 佐　藤　達　男 昭和27年12月11日生

昭和51年４月 トヨタ自動車販売株式会社(現トヨ
タ自動車株式会社)入社

(注３) 7

平成17年６月 ネッツトヨタ東京株式会社常務取締
役

平成20年５月 ネッツトヨタ愛知株式会社参与

平成20年６月 同社専務取締役

平成21年６月 同社取締役社長(現任)

平成21年６月 当社取締役(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

取締役 　 森　　　康　彦 昭和17年３月17日生

昭和41年３月 当社入社

(注３) 8

昭和55年４月 トヨタビスタ愛知株式会社(現ネッ
ツトヨタ東海株式会社)入社

平成３年６月 同社取締役

平成７年６月 同社常務取締役

平成10年６月 同社専務取締役

平成13年６月 同社取締役社長(現任)

平成19年４月 当社取締役(現任)

取締役 　 桂　川　和　也 昭和20年12月15日生

昭和40年５月 中部トヨタリフト株式会社(現トヨ
タＬ＆Ｆ中部株式会社)入社

(注３) 6

平成７年３月 同社第二営業部長

平成10年６月 同社取締役

平成14年６月 同社常務取締役

平成18年６月 同社専務取締役

平成21年６月 同社取締役社長(現任)

平成21年６月 当社取締役(現任)

取締役 　 田　口　　　誥 昭和21年１月１日生

昭和43年３月 当社入社

(注３) 11

平成７年４月 参与営業企画部長兼通信事業部長

平成７年６月 取締役

平成10年６月 株式会社アトコ取締役副社長

平成11年６月 同社取締役社長

平成15年３月 株式会社アトラス取締役社長

平成19年４月 当社参与企画部担当

平成19年６月 常務取締役企画部担当

平成22年６月 株式会社ＡＴビジネス取締役社長
(現任)

平成22年６月 当社取締役(現任)

常勤監査役 　 水　谷　久　満 昭和23年２月28日生

昭和45年４月
 
平成12年４月
平成12年12月
平成13年４月
平成13年６月
 
平成13年６月
平成19年４月
 
平成24年６月

株式会社東海銀行(現株式会社三菱
東京ＵＦＪ銀行)入行
同行地域開発部長
当社総合企画部付
当社参与経理部長
愛知クレジットサービス株式会社取
締役社長
当社取締役
愛知トヨタ自動車株式会社常務取締
役
当社監査役(現任)

(注４) 12

監査役 　 永　井　恒　夫 昭和８年５月31日生

昭和39年４月 弁護士登録

(注４) ―

平成２年４月
 

名古屋弁護士会(現愛知県弁護士会)
会長

平成２年４月 日本弁護士連合会副会長

平成７年６月 当社監査役(現任)

平成８年４月 名古屋市入札監視委員会委員長

平成８年12月 愛知県公文書公開審査会会長

監査役 　 井　元　明　正 昭和24年５月12日生

昭和47年４月 伊藤忠商事株式会社入社

(注４) 25

昭和55年４月 井元産業株式会社入社

昭和58年２月 井元総業株式会社取締役

平成元年２月 井元産業株式会社取締役

平成３年２月 井元総業株式会社取締役社長(現任)
平成５年８月 井元産業株式会社取締役社長(現任)

平成７年６月 当社監査役(現任)

監査役 　 大　賀　吉　弘 昭和17年９月９日生

昭和41年４月 株式会社東海銀行(現株式会社三菱
東京ＵＦＪ銀行)入行

(注４) 6

平成10年６月 同行専務取締役

平成12年４月 東海インターナショナル証券株式会
社(現三菱ＵＦＪモルガン・スタン
レー証券株式会社)取締役社長

平成13年７月 ＵＦＪキャピタルマーケッツ証券株
式会社(現三菱ＵＦＪモルガン・ス
タンレー証券株式会社)取締役会長

平成14年６月 あいおい損害保険株式会社(現あい
おいニッセイ同和損害保険株式会
社)専務取締役

平成16年４月 同社取締役

平成16年６月 当社監査役(現任)

計 2,152

(注) １　取締役社長山口真史は取締役会長山口直樹の長男であります。
２　監査役永井恒夫、井元明正及び大賀吉弘は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
３　平成24年６月28日開催の定時株主総会にて選任された時から１年以内に終了する事業年度のうち、最終のもの
に関する定時株主総会の終結の時までであります。

４　平成24年６月28日開催の定時株主総会にて選任された時から４年以内に終了する事業年度のうち、最終のもの
に関する定時株主総会の終結の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は純粋持株会社として、社会や株主、お客さま、その他すべてのステークホルダーに対する責任を

果たし、その信頼を得て企業価値を向上させていくという経営目的のもと、当社グループ全体としての

コーポレート・ガバナンスの一層の充実を図り、経営の効率性、的確性、公正性、透明性をより高めていく

ことが極めて重要な課題であると認識しております。 
　

① 企業統治の体制

イ　企業統治の体制の概要と当該体制を採用する理由

当社は監査役会設置会社であり、会社の基本的な機関としては、取締役会及び監査役会を中心に、重

要な業務執行の決議、監督並びに監査を行っております。

取締役会は、常勤取締役５名及び主要な事業子会社の代表者である非常勤取締役５名の計10名で構

成され、グループ全体の視点により意思決定及び経営管理を行うとともに、非常勤取締役がそれぞれ代

表を務める事業子会社の業務執行権限を持つことにより、ガバナンス体制の徹底を図っております。ま

た、取締役の経営責任とその役割を明確化し、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制とするため

に、当社及びグループ会社の取締役の任期を１年とそれぞれ定款に定めております。

監査役会は監査役の独立性を確保しつつ、内部監査部門及び会計監査人と適宜連携をとりながら取

締役の業務執行状況を監査するとともに、取締役会に出席し、経営の意思決定過程等について監視、監

督を行うことにより、ガバナンスの有効性を図っております。なお、監査役には法律や財務会計等の専

門知識及び経営に対する高度な経験・見識等を有する３名の社外監査役が就任しております。

上記の体制は、当社のコーポレート・ガバナンスを実現し、確保するために実効性があるものと判断

し、当該ガバナンス体制を採用しております。
　

(取締役会等)

取締役会は、法令、定款及び取締役会規則に基づき、当社及びグループ全体の経営に関する案件等の

審議、承認を行う機関として開催しております。これに加え、常勤取締役によって構成される常勤役員

会を原則毎月１回開催し、経営の効率化、意思決定の迅速化を図るとともに、グループ全体最適を実現

するためにグループ各社の経営重要案件の事前承認機関としての機能を持っております。また、グルー

プの代表者による「ＡＴＧ代表者会議」、営業系・管理系の担当取締役による「ＡＴＧ本部長会議」

を定期的に開催し、グループ各社の業務執行状況や財務状況等を把握するとともに、グループ戦略や方

針の検討、グループ全般に関する施策・制度等の確認及び共有を行っております。
　

(監査役会)

監査役会は、監査計画や監査役の業務分担に従って監査を行い、監査役会規則に基づいて審議、報告、

決議等を行っております。各監査役は、取締役会の意思決定過程や取締役の業務執行状況等の監視、監

督を行っており、常勤監査役が常勤役員会をはじめとした重要な会議等への出席やグループ各社の監

査役との連携により、監査役監査の実効性をより高めております。
　

ロ　内部統制システムの整備状況

会社の業務が法令及び定款に適合し、効率的に執行されていくことを確保するために適切に運用さ

れることは、ステークホルダーに対する責任を果たし、企業価値を向上させていくための極めて重要な

経営課題であると認識しております。

こうした認識のもと、当社では、監査役による取締役の業務執行状況の厳正かつ客観的な監査・監

督、ＣＳＲ推進体制や社内規程及び内部通報制度等に基づいたコンプライアンスの推進と情報管理の

徹底、グループ各社の業務執行状況の把握や連携強化など、体制の充実を図っております。

さらに、グループ全体として、コンプライアンス、リスク管理、情報の保存管理、効率的な職務執行な

どの体制、あるいは監査役の監査がより実効的に行われるための体制等の見直しを含め、機能の強化に

取り組んでおります。
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ハ　リスク管理体制

当社グループの事業上のリスクには、財務報告・法規制、環境、情報、災害事故等、様々なリスクが想

定されます。当社は、リスク管理を効率的かつ効果的に実施していくために「ＡＴＧリスク管理委員

会」を設置し、その下部組織としてグループにおけるリスクの事前調査・分析・立案を実施する機関

としてリスク管理部会を設置し、各社のリスク管理担当部門によりリスクの把握・分析についてのモ

ニタリングを行っております。リスク管理部会による各リスクについての審議の結果、事業活動に及ぼ

す影響が重要であると判断されるものについては、「ＡＴＧリスク管理委員会」へ適宜報告が行われ

ます。

また、地震などの自然災害を重要な事業上のリスクとして認識し、『ＡＴグループ事業継続基本方

針』を制定するとともに、『ＢＣＰ（事業継続計画）』をグループ全体で策定し、早期の事業再開がで

きる体制を構築しております。

ＣＳＲ活動につきましては、ステークホルダーに対する責任を積極的に果たすべく、コンプライアン

ス、環境対応及び社会貢献活動の３つを重点的に取り組むべき領域と定めております。グループ各社は

『ＡＴグループ企業行動憲章』のもとＣＳＲ基本方針等を策定し、一部事業会社につきましてはトヨ

タ自動車販売店協会とも連携して活動を推進しております。こうした環境対応も含めたＣＳＲ活動を

円滑に行うために、当社にグループ全体を管理するＣＳＲ推進部を設置するとともに、「ＣＳＲ規程」

を定め、グループ全体としてのガバナンスの統制環境を整備・強化し、運用をしております。
　

② 内部監査及び監査役監査

 当社は内部監査を行う部門として内部監査室を設置し、５名体制でグループ全体としての内部監査

体制の強化に取り組んでおります。内部監査室はグループ各社の内部監査部門と連携して、当社及びグ

ループ各社に対する監査、指導を行っており、また、グループ全体の「財務報告に係る内部統制の評

価」を実施しております。

業務監査については、内部統制を基軸にした監査を実施し、業務活動の合理性や効率性、諸規程の整

備状況及び適正性や妥当性を評価し、経営者への報告並びに改善提言を行っております。

監査役は４名であり、常勤監査役水谷久満氏は、当社の重要な事業子会社である愛知トヨタ自動車㈱

での常務取締役及び金融機関等における長年の経験を有しており、財務及び会計に相当の知見を有し

ております。また、その他の監査役３名は社外監査役に選任しております。社外監査役である大賀吉弘

氏は金融機関においての長年の経験を、永井恒夫氏は弁護士としての高度な専門的知識を、井元明正氏

は企業の代表取締役として企業経営への高い見識を、それぞれ有しており、財務及び会計に関する相当

程度の知見を有しております。

監査役監査については、常勤監査役による取締役会等の重要な会議への出席、議事録、決裁書類等の

重要な文書の閲覧、会計監査に際しての立会いなど、実効的な監査を行うことができる体制を整えてい

るとともに、グループ各社の監査については、各社の監査役と連携を図っております。また、当社監査役

室は、監査役の補助業務を行うとともに、グループ各社との連携も図っております。

監査役は、当社の内部監査室及びグループ各社の内部監査部門と適宜情報交換を行うとともに、必要

に応じて監査、監督のための指示を行い、当該指示事項についての報告を受けております。また、常勤監

査役は、会計監査人と随時現状確認や意見・情報交換等を行い、会計監査人による監査計画及び監査結

果の報告も合わせて受けております。

内部監査、監査役監査及び会計監査につきましては、上記のように期中に適宜現状確認、意見・情報

交換等を行うことで、それぞれの独立性を維持しつつ、相互に連携して監査の実効性を高めておりま

す。
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③ 社外取締役及び社外監査役

当社は、社外取締役を選任しておりません。経営の意思決定機能を持った取締役会に対し、監査役４

名のうち３名を社外監査役とすることにより、監視機能を強化しております。また、当社は、当該社外監

査役は、外部からの客観的かつ中立の経営監視機能を十分発揮できるものと判断しており、当該体制を

採用しております。社外監査役を選任するための当社からの独立性については、当社独自の基準又は方

針はないものの、名古屋証券取引所の「独立役員制度」を参考としております。当該３名は、当社と人

的関係、資本的関係、取引関係その他の特別な利害関係がないことから、独立役員として名古屋証券取

引所に届け出ております。３名の社外監査役の独立性の考え方は下記によっております。

　
・永井 恒夫氏

主要な取引先の業務執行者ではなく、また、当社が報酬を支払っているコンサルタント等の専門家

並びに主要株主等ではないことから、独立性は確保されるものと判断しております。

・井元 明正氏

主要な取引先の業務執行者ではなく、また、当社が報酬を支払っているコンサルタント等の専門家

並びに主要株主等ではないことから、独立性は確保されるものと判断しております。

・大賀 吉弘氏

損害保険会社の専務取締役に平成16年３月まで就任しておりました。当社グループは複数の損害

保険会社の代理店業務をしており、そのうち同社の当社グループに対する影響度は希薄であります。

また、当社が報酬を支払っているコンサルタント等の専門家並びに主要株主等ではないことから、独

立性は確保されるものと判断しております。

　
④ 会計監査の状況

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、有限責任監査法人トーマツに所属する松井夏樹、瀧沢

宏光の２氏であります。また、当連結会計年度の会計監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士が15

名、その他12名であります。

会計監査人は、監査役への監査計画及び監査結果の報告と合わせ、期中においても随時、内部監査室

及び常勤監査役との間で現状確認や意見・情報交換等を行い、それぞれの独立性を維持しつつ、相互に

連携して監査の実効性を高めております。

　
⑤ 取締役の定数

当社の取締役は24名以内とする旨を定款に定めております。

　
⑥ 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う。ただし、取締役の選任決議は、累積投票によら

ない旨を定款に定めております。

　
⑦ 剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めのあ

る場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨を定款に定めております。これ

は、剰余金の配当等を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的

とするものであります。
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⑧ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することが

できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う

旨定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総

会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

　
⑨ 役員の報酬等

イ　提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分 基本報酬(百万円) 対象となる役員の員数(人)

取締役(注２) 144 11

監査役(注３)
(社外監査役を除く。)

4 1

社外役員(注３) 27 3

(注) １　提出会社の役員が当事業年度に受けている報酬等は基本報酬のみであります。

２　社外取締役はおりません。

３　上記の対象となる監査役は、平成24年６月28日開催の定時株主総会の終結の時をもって退任した監査役１名を

含んでおります。

　
ロ　提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が、１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

　
ハ　使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

該当事項はありません。

　
ニ　役員の報酬等の額の決定に関する方針

当社は役員の報酬等は、株主総会の決議をもって定めることとしております。
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⑩ 株式の保有状況

イ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数 63銘柄

貸借対照表計上額の合計額 23,338百万円
　

ロ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、保有区分、株式数、貸借対照表計上額及び

保有目的
　

(前事業年度)

特定投資株式

銘柄 株式数(株)
貸借対照表
計上額
(百万円)

保有目的

トヨタ自動車㈱ 5,824,96519,513
当社グループの商品・サービスに係る
取引関係の維持

㈱愛知銀行 76,024 393経理・総務に係る取引関係の維持

㈱名古屋銀行 1,217,280326経理・総務に係る取引関係の維持

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 677,252 260経理・総務に係る取引関係の維持

㈱十六銀行 877,946 239経理・総務に係る取引関係の維持

㈱百五銀行 564,000 210経理・総務に係る取引関係の維持

㈱大垣共立銀行 638,000 173経理・総務に係る取引関係の維持

東海東京フィナンシャル・ホールディングス㈱ 444,246 126経理・総務に係る取引関係の維持

㈱三井住友フィナンシャルグループ 24,365 63経理・総務に係る取引関係の維持

ＫＤＤＩ㈱ 103 53
当社グループの商品・サービスに係る
取引関係の維持

中部電力㈱ 26,708 49経理・総務に係る取引関係の維持

横浜ゴム㈱ 115,482 46
当社グループの商品・サービスに係る
取引関係の維持

㈱豊田自動織機 16,175 40
当社グループの商品・サービスに係る
取引関係の維持

関東自動車工業㈱ 69,300 40
当社グループの商品・サービスに係る
取引関係の維持

ヤマトホールディングス㈱ 30,000 38
当社グループの商品・サービスに係る
取引関係の維持

ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホール
ディングス㈱

17,906 33
当社グループの商品・サービスに係る
取引関係の維持

東京海上ホールディングス㈱ 13,315 29
当社グループの商品・サービスに係る
取引関係の維持

中央三井トラスト・ホールディングス㈱ 95,591 28経理・総務に係る取引関係の維持

アイシン精機㈱ 8,471 24
当社グループの商品・サービスに係る
取引関係の維持

中部日本放送㈱ 43,560 20
当社グループの商品・サービスに係る
取引関係の維持

名港海運㈱ 15,280 10
当社グループの商品・サービスに係る
取引関係の維持

㈱オータケ 5,500 9
当社グループの商品・サービスに係る
取引関係の維持

みずほ証券㈱ 34,766 7 経理・総務に係る取引関係の維持

キムラユニティー㈱ 10,200 7
当社グループの商品・サービスに係る
取引関係の維持

中日本興業㈱ 1,000 6
当社グループの商品・サービスに係る
取引関係の維持

名鉄運輸㈱ 38,491 6
当社グループの商品・サービスに係る
取引関係の維持

コカ・コーラ セントラル ジャパン㈱ 5,000 5
当社グループの商品・サービスに係る
取引関係の維持

スターキャット・ケーブルネットワーク㈱ 120 5
当社グループの商品・サービスに係る
取引関係の維持

アイカ工業㈱ 5,000 5
当社グループの商品・サービスに係る
取引関係の維持

みずほインベスターズ証券㈱ 53,976 4 経理・総務に係る取引関係の維持

(注)　中央三井トラスト・ホールディングス㈱は、平成23年４月１日付で住友信託銀行㈱と経営統合し、三井住友トラス

ト・ホールディングス㈱に商号変更しております。
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(当事業年度)

特定投資株式

銘柄 株式数(株)
貸借対照表
計上額
(百万円)

保有目的

トヨタ自動車㈱ 5,842,29020,856
当社グループの商品・サービスに係る
取引関係の維持

㈱愛知銀行 76,024 380経理・総務に係る取引関係の維持

㈱名古屋銀行 1,217,280361経理・総務に係る取引関係の維持

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 677,252 279経理・総務に係る取引関係の維持

㈱十六銀行 877,946 250経理・総務に係る取引関係の維持

㈱百五銀行 564,000 214経理・総務に係る取引関係の維持

㈱大垣共立銀行 638,000 190経理・総務に係る取引関係の維持

東海東京フィナンシャル・ホールディングス㈱ 444,246 137経理・総務に係る取引関係の維持

横浜ゴム㈱ 115,482 68
当社グループの商品・サービスに係る
取引関係の維持

㈱三井住友フィナンシャルグループ 24,365 66経理・総務に係る取引関係の維持

ＫＤＤＩ㈱ 103 55
当社グループの商品・サービスに係る
取引関係の維持

㈱豊田自動織機 16,175 40
当社グループの商品・サービスに係る
取引関係の維持

中部電力㈱ 26,708 39経理・総務に係る取引関係の維持

ヤマトホールディングス㈱ 30,000 38
当社グループの商品・サービスに係る
取引関係の維持

ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホール
ディングス㈱

17,906 30
当社グループの商品・サービスに係る
取引関係の維持

東京海上ホールディングス㈱ 13,315 30
当社グループの商品・サービスに係る
取引関係の維持

三井住友トラスト・ホールディングス㈱ 95,591 25経理・総務に係る取引関係の維持

アイシン精機㈱ 8,471 24
当社グループの商品・サービスに係る
取引関係の維持

中部日本放送㈱ 43,560 20
当社グループの商品・サービスに係る
取引関係の維持

名港海運㈱ 15,280 11
当社グループの商品・サービスに係る
取引関係の維持

みずほフィナンシャルグループ㈱ 81,679 11経理・総務に係る取引関係の維持

スターキャット・ケーブルネットワーク㈱ 120 9
当社グループの商品・サービスに係る
取引関係の維持

㈱オータケ 5,500 9
当社グループの商品・サービスに係る
取引関係の維持

キムラユニティー㈱ 10,200 7
当社グループの商品・サービスに係る
取引関係の維持

名鉄運輸㈱ 38,491 6
当社グループの商品・サービスに係る
取引関係の維持

中日本興業㈱ 1,000 6
当社グループの商品・サービスに係る
取引関係の維持

アイカ工業㈱ 5,000 5
当社グループの商品・サービスに係る
取引関係の維持

コカ・コーラ セントラル ジャパン㈱ 5,000 5
当社グループの商品・サービスに係る
取引関係の維持

西尾レントオール㈱ 3,791 4
当社グループの商品・サービスに係る
取引関係の維持

名古屋木材㈱ 1,000 1
当社グループの商品・サービスに係る
取引関係の維持
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ハ　保有目的が純投資目的である投資株式

保有目的が純投資目的である投資株式を保有していないため、記載しておりません。

　
(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 24 8 25 6

連結子会社 47 1 46 1

計 71 9 71 7

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度

当社は、監査公認会計士等に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務である国際財務

報告基準(ＩＦＲＳ)導入に関する指導・助言業務に対し対価を支払っております。

　

当連結会計年度

当社は、監査公認会計士等に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務である国際財務

報告基準(ＩＦＲＳ)導入に関する指導・助言業務に対し対価を支払っております。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、監査日数等を勘案したうえで決定しております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　

(3) 当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載して

おりましたが、当連結会計年度及び当事業年度より百万円単位で記載することに変更いたしました。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成23年４月１日から平成24

年３月31日まで)及び事業年度(平成23年４月１日から平成24年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。

　

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基

準等の内容を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備す

るため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、監査法人等の行う研修への参加や会計専門誌の定期購読

等を行っております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,698 ※２
 2,545

受取手形及び売掛金 19,936 ※４
 31,407

割賦売掛金 ※２
 67,029

※２
 67,699

リース投資資産 6,883 7,514

商品 8,651 15,390

仕掛品 2,430 2,254

貯蔵品 927 1,145

繰延税金資産 2,862 2,853

その他 8,200 7,761

貸倒引当金 △208 △204

流動資産合計 119,410 138,366

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 69,742 69,882

減価償却累計額 △44,715 △46,201

建物及び構築物（純額） ※２
 25,027

※２
 23,681

機械装置及び運搬具 14,178 14,214

減価償却累計額 △9,694 △10,105

機械装置及び運搬具（純額） ※２
 4,483

※２
 4,108

工具、器具及び備品 8,613 8,574

減価償却累計額 △7,112 △7,353

工具、器具及び備品（純額） 1,501 1,221

貸与資産 68,376 68,435

減価償却累計額 △50,299 △50,237

貸与資産（純額） 18,076 18,198

土地 ※２
 46,899

※２
 47,257

建設仮勘定 2 279

有形固定資産合計 95,991 94,745

無形固定資産 742 741

投資その他の資産

投資有価証券 ※１, ※２
 26,707

※１, ※２
 28,283

繰延税金資産 6,417 5,981

その他 ※２
 6,755

※２
 6,458

貸倒引当金 △302 △271

投資その他の資産合計 39,577 40,452

固定資産合計 136,312 135,939

資産合計 255,723 274,306
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※２
 33,609

※２
 54,644

短期借入金 ※２
 22,934

※２
 10,922

未払法人税等 3,074 3,648

賞与引当金 4,587 4,663

割賦利益繰延 12,011 12,389

その他 ※２
 16,802

※２
 17,369

流動負債合計 93,019 103,638

固定負債

長期借入金 ※２
 7,484

※２
 8,638

繰延税金負債 7,593 7,167

退職給付引当金 15,872 16,422

負ののれん 8,473 7,943

その他 1,165 1,129

固定負債合計 40,588 41,301

負債合計 133,607 144,939

純資産の部

株主資本

資本金 2,917 2,917

資本剰余金 29,229 29,214

利益剰余金 90,694 95,896

自己株式 △12,026 △12,047

株主資本合計 110,815 115,981

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 11,300 13,385

その他の包括利益累計額合計 11,300 13,385

純資産合計 122,115 129,366

負債純資産合計 255,723 274,306
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

売上高 335,409 347,057

売上原価 ※１
 279,340

※１
 290,475

割賦販売未実現利益戻入額 12,050 12,011

割賦販売未実現利益繰入額 12,011 12,389

手数料収入 17,157 16,479

売上総利益 73,265 72,684

販売費及び一般管理費 ※２
 60,951

※２
 60,629

営業利益 12,314 12,054

営業外収益

受取利息 100 117

受取配当金 427 408

負ののれん償却額 529 529

持分法による投資利益 248 154

仕入割引 108 100

その他 454 421

営業外収益合計 1,867 1,731

営業外費用

支払利息 445 397

支払手数料 92 119

その他 257 189

営業外費用合計 795 706

経常利益 13,386 13,078

特別利益

収用補償金 68 －

投資有価証券売却益 48 －

特別利益合計 117 －

特別損失

減損損失 ※３
 551

※３
 666

店舗建替関連費用 ※４
 68 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 326 －

投資有価証券評価損 0 132

災害による損失 ※５
 28 －

その他 2 23

特別損失合計 977 822

税金等調整前当期純利益 12,526 12,256

法人税、住民税及び事業税 5,264 5,566

法人税等調整額 43 478

法人税等合計 5,307 6,044

少数株主損益調整前当期純利益 7,218 6,212

少数株主利益 － －

当期純利益 7,218 6,212
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【連結包括利益計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 7,218 6,212

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,883 2,084

その他の包括利益合計 △1,883 ※
 2,084

包括利益 5,334 8,297

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 5,334 8,297

少数株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 2,917 2,917

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,917 2,917

資本剰余金

当期首残高 29,229 29,229

当期変動額

自己株式の処分 △2 △0

連結子会社からの自己株式取得による変
動額

－ △15

利益剰余金から資本剰余金への補てん 2 0

当期変動額合計 － △15

当期末残高 29,229 29,214

利益剰余金

当期首残高 84,657 90,694

当期変動額

剰余金の配当 △1,179 △1,009

当期純利益 7,218 6,212

利益剰余金から資本剰余金への補てん △2 △0

当期変動額合計 6,036 5,202

当期末残高 90,694 95,896

自己株式

当期首残高 △11,996 △12,026

当期変動額

自己株式の取得 △38 △21

自己株式の処分 7 1

当期変動額合計 △30 △20

当期末残高 △12,026 △12,047

株主資本合計

当期首残高 104,809 110,815

当期変動額

剰余金の配当 △1,179 △1,009

当期純利益 7,218 6,212

自己株式の取得 △38 △21

自己株式の処分 5 1

連結子会社からの自己株式取得による変
動額

－ △15

利益剰余金から資本剰余金への補てん － －

当期変動額合計 6,005 5,166

当期末残高 110,815 115,981
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 13,183 11,300

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,883 2,084

当期変動額合計 △1,883 2,084

当期末残高 11,300 13,385

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 13,183 11,300

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,883 2,084

当期変動額合計 △1,883 2,084

当期末残高 11,300 13,385

純資産合計

当期首残高 117,993 122,115

当期変動額

剰余金の配当 △1,179 △1,009

当期純利益 7,218 6,212

自己株式の取得 △38 △21

自己株式の処分 5 1

連結子会社からの自己株式取得による変動額 － △15

利益剰余金から資本剰余金への補てん － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,883 2,084

当期変動額合計 4,122 7,251

当期末残高 122,115 129,366
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 12,526 12,256

減価償却費 16,349 15,715

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 326 －

減損損失 551 666

負ののれん償却額 △529 △529

退職給付引当金の増減額（△は減少） 423 550

その他の引当金の増減額（△は減少） △23 39

割賦利益繰延の増減額（△は減少） △39 378

受取利息及び受取配当金 △527 △525

支払利息 445 397

持分法による投資損益（△は益） △248 △154

固定資産廃棄損 97 96

店舗建替関連費用 68 －

収用補償金 △68 －

投資有価証券売却損益（△は益） △48 －

投資有価証券評価損益（△は益） 0 132

売上債権の増減額（△は増加） 2,955 △12,758

たな卸資産の増減額（△は増加） 8,063 △6,794

仕入債務の増減額（△は減少） △16,685 21,034

未払消費税等の増減額（△は減少） 433 △887

その他 1,779 1,856

小計 25,850 31,474

利息及び配当金の受取額 633 629

利息の支払額 △431 △395

法人税等の支払額 △5,882 △5,239

営業活動によるキャッシュ・フロー 20,169 26,469

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産（貸与資産以外）の取得による支
出

△5,425 △4,747

貸与資産の取得による支出 △13,012 △12,900

有形固定資産（貸与資産以外）の売却による収
入

1,338 1,101

貸与資産の売却による収入 1,997 1,431

無形固定資産の取得による支出 △112 △114

投資有価証券の取得による支出 △76 △29

その他の支出 △2,107 △499

その他の収入 295 1,055

投資活動によるキャッシュ・フロー △17,103 △14,702

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,707 △10,456

長期借入れによる収入 1,000 5,000

長期借入金の返済による支出 △1,118 △5,400

自己株式の純増減額（△は増加） △33 △20

配当金の支払額 △1,179 △1,009

その他 △2 △32

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,041 △11,919

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △975 △153

現金及び現金同等物の期首残高 3,656 2,680

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 2,680

※
 2,527
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　　12社

連結子会社名は、「第１　企業の概況　４　関係会社の状況」に記載しているため、省略しております。

(2) 非連結子会社の名称等

非連結子会社

㈱アトリウム

㈱アトラス

㈱トランサット

(連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分

に見合う額)等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除いております。

　

２　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社数　　１社

会社名　トヨタ部品愛知共販㈱

(2) 持分法を適用していない非連結子会社(㈱アトリウム、㈱アトラス、㈱トランサット)は、当期純損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

　

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

　

４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

②　たな卸資産

主として個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定)
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産(リース資産を除く)

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(付属設備を除く)については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 10～50年

機械装置及び運搬具 ４～15年

工具、器具及び備品 ４～15年

貸与資産 ４～６年

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

③　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により按

分した額を費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

①　割賦販売に係る収益の計上基準

新車及び中古車の長期割賦販売(販売から最終の賦払金支払期日までの期間が２年以上のもの)に係る収益の計

上は、延払基準によっており、翌期以降の賦払金に対応する利益を割賦利益繰延として、繰り延べております。

②　ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

③　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)

その他の工事

工事完成基準

(5) 負ののれんの償却方法及び償却期間

20年間で定額法により償却しております。

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

なお、割賦債権に対応し回収まで納税義務の発生しないものは繰延消費税等として流動負債の「その他」に計上し

ております。

　

【表示方法の変更】

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「特別損失」の「貸倒引当金繰入額」及び「会員権評価損」

は、金額的重要性が乏しいため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変

更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において表示していた、「特別損失」の「貸倒引当金繰入額」１百万

円、「会員権評価損」０百万円は、「その他」として組み替えております。

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めておりました「投資有価

証券評価損益」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変

更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の

「その他」に表示していた０百万円は、「投資有価証券評価損益」として組み替えております。

　
前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「会員権評価損」

は金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示しております。この表示方

法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の

「会員権評価損」に表示していた０百万円は、「その他」として組み替えております。

　

【追加情報】

当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適

用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しております。

　

【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

投資有価証券(株式) 2,695百万円 2,761百万円
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※２　担保資産及び担保付債務

①　担保に供している資産

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

現金及び預金 ― 7百万円

割賦売掛金 1,000百万円 1,000  〃

建物及び構築物 3,600  〃 3,448  〃

機械装置  21  〃 18  〃

土地 3,696  〃 3,696  〃

投資有価証券 552  〃 603  〃

その他投資その他の資産 1  〃 3  〃

計 8,872  〃 8,777  〃

　

上記のうち住宅建設瑕疵担保保証金として供託しているものは次のとおりであります。なお、この供託に係る担保

付債務はありません。

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

投資有価証券 199百万円 228百万円

その他投資その他の資産 1  〃 3  〃
　

②　担保付債務

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

買掛金 826百万円 1,764百万円

短期借入金 1,981  〃 1,926  〃

その他流動負債 15  〃 27  〃

長期借入金 2,484  〃 1,638  〃

計 5,308  〃 5,356  〃

　

　３　保証債務

連結会社以外の会社等の金融機関等からの借入債務等に対し、次のとおり債務保証を行っております。

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

㈱アトラス 0百万円 0百万円

一般顧客(リース契約に係る債務) ― 259  〃

従業員(住宅資金) 0  〃 0  〃

住宅購入者(一般顧客)のための
つなぎ融資等

1,138  〃 497  〃

計 1,139  〃 758  〃

　

※４　期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形を満期日に決済が行われたものと

して処理しております。
　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

受取手形 ― 281百万円

　

(連結損益計算書関係)

※１　通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

売上原価 108百万円 123百万円
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※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

従業員給料及び手当 22,041百万円 21,779百万円

賞与引当金繰入額 2,812  〃 2,805  〃

退職給付費用 1,789  〃 1,881  〃

　

※３　減損損失

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

用途 場所 種類
減損損失
(百万円)

新車販売拠点

１事業所
名古屋市千種区 土地 452

その他販売拠点

２事業所
岐阜県美濃加茂市他

建物

土地

13

86

　

当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

用途 場所 種類
減損損失
(百万円)

新車販売拠点

３事業所
愛知県稲沢市他

建物等

土地

73

356

遊休資産１件 愛知県岡崎市 土地 235

当社グループは、事業用資産は各事業所単位、賃貸資産及び遊休資産は個別の物件を最小単位としてグルーピング

を行っております。

地価の下落及び収益性が著しく低下した事業所について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損

損失として計上しました。

なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額については不動産鑑定

評価等により算定しております。

　

※４　連結子会社の店舗建て替えに関連して発生する損失の発生見込額等を計上しております。

　

※５　平成23年３月の東日本大震災による車両（たな卸資産）被害に係る損失であります。

　

(連結包括利益計算書関係)

当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

※　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

その他有価証券評価差額金 　
  当期発生額 1,473百万円

  組替調整額 132  〃

    税効果調整前 1,606  〃

    税効果額 △478  〃

    その他有価証券評価差額金 2,084  〃

その他の包括利益合計 2,084  〃

　

EDINET提出書類

株式会社ＡＴグループ(E02514)

有価証券報告書

46/84



　

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

１　発行済株式に関する事項
　

株式の種類
当連結会計年度期首
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

普通株式 35,171,051 ― ― 35,171,051
　

２　自己株式に関する事項
　

株式の種類
当連結会計年度期首
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

普通株式 1,471,816 42,310 5,609 1,508,517

(注) １　普通株式の自己株式の株式数の増加42,310株は、単元未満株式の買取による増加であります。

２　普通株式の自己株式の株式数の減少5,609株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。
　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成22年５月13日
取締役会

普通株式 697 20 平成22年３月31日 平成22年６月11日

平成22年11月12日
取締役会

普通株式 522 15 平成22年９月30日 平成22年12月１日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年５月12日
取締役会

普通株式 利益剰余金 522 15 平成23年３月31日 平成23年６月15日

　

当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

１　発行済株式に関する事項
　

株式の種類
当連結会計年度期首
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

普通株式 35,171,051 ― ― 35,171,051

　

２　自己株式に関する事項
　

株式の種類
当連結会計年度期首
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

普通株式 1,508,517 20,996 1,092 1,528,421

(注) １　普通株式の自己株式の株式数の増加20,996株は、単元未満株式の買取による増加であります。

２　普通株式の自己株式の株式数の減少1,092株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。
　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成23年５月12日
取締役会

普通株式 522 15 平成23年３月31日 平成23年６月15日

平成23年11月10日
取締役会

普通株式 504 15 平成23年９月30日 平成23年12月１日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年５月11日
取締役会

普通株式 利益剰余金 504 15 平成24年３月31日 平成24年６月14日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

現金及び預金勘定 2,698百万円 2,545百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△17  〃 △17  〃

現金及び現金同等物 2,680  〃 2,527  〃

　

(リース取引関係)

１　ファイナンス・リース取引

(借手側)

所有権移転外ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年４月１日より前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであります。

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

　 (単位：百万円)

　
前連結会計年度(平成23年３月31日)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

建物及び構築物 117 96 20

工具、器具及び備品 30 25 4

合計 147 122 25

(注) １　当連結会計年度におけるリース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額はないた

め、記載を省略しております。

２　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。

　

(2) 未経過リース料期末残高相当額

　 　 (単位：百万円)

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

１年内 25 ―

１年超 ― ―

合計 25 ―

(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

　

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

　 　 (単位：百万円)

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

支払リース料 59 25

減価償却費相当額 59 25

　

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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(貸手側)

(1) リース投資資産の内訳

流動資産

　 　 (単位：百万円)

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

リース料債権部分 6,916 　7,418

見積残存価額部分 803 756

受取利息相当額 △836 　△660

リース投資資産 6,883 7,514

　

(2) リース投資資産に係るリース料債権部分の連結決算日後の回収予定額

流動資産

　 (単位：百万円)

　

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

リース投資資産 2,561 1,927 1,315 758 271 82

　
　 (単位：百万円)

　

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

リース投資資産 2,645 2,029 　1,440 845 355 100

　

(3) リース取引開始日が平成20年４月１日より前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、平成20年３月

31日における固定資産の適正な帳簿価額（減価償却累計額控除後）をリース投資資産の期首の価額として計上して

おり、当該リース投資資産に関して、会計基準適用後の残存期間においては、利息相当額の総額をリース期間中の各期

に定額で配分しております。このため、リース取引開始日に遡及してリース会計基準を適用した場合に比べ税金等調

整前当期純利益は、前連結会計年度は414百万円、当連結会計年度は189百万円多く計上されております。

　

(リース取引における減損損失)

リース資産に配分された減損損失は発生していないため、項目等の記載は省略しております。

　

２　オペレーティング・リース取引

(借手側)

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

(単位：百万円)

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

１年内 212 205

１年超 1,427 1,239

合計 1,640 1,445

　

(貸手側)

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

(単位：百万円)

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

１年内 12,621 12,555

１年超 17,033 17,357

合計 29,655 29,912
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(金融商品関係)

１　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループでは、全体の資金効率を高めるためにＣＭＳ(※)を導入し、必要資金については当社が銀行等金融

機関から調達し、各社ごとの余剰資金と合わせてグループ全体で運用しております。資金調達は、主力である自動

車関連事業を行うための運転資金及び設備投資資金が中心であり、一部営業所の設備資金につきましては、トヨタ

自動車㈱等からの借入により調達しております。また、一時的な余資は短期的な預金等に限定して運用し、デリバ

ティブは利用しておりません。

(※)ＣＭＳ(キャッシュマネジメントシステム)とは、流動性資金の有効活用を図るグループ間の資金取引であり

ます。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金、割賦売掛金、リース投資資産は、顧客の信用リスクに晒されております。投

資有価証券は、主に取引先企業との業務に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は１年以内の支払期日であります。長期借入金は設備投資に必要な資金の

調達を目的としたものであり、返済期日は決算日後、最長で４年後、であります。このうち、一部は変動金利である

ため、金利の変動リスクに晒されております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社グループは、営業債権について、各社における担当部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、

取引相手ごとに期日及び残高を管理することにより、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を

図っております。また、割賦売掛金については、集金保証契約等を信販会社と締結することなどにより信用リスク

を管理しております。

満期保有目的の債券は、住宅建設瑕疵担保保証金として供託している国債のみであり、信用リスクは僅少であり

ます。

② 市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

長期借入金の金利変動リスクに対しては、固定金利の設定や枠を限定し低スプレッドの導入などによりリスク

の低減を図っております。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握し、また、満期保有目的の債

券以外のものについては、取引先企業との関係を総合的に勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社グループではＣＭＳを導入しており、グループ全体で資金運用を行っております。資金調達に係る流動性リ

スクについては、当社経理部が各社からの報告に基づいて、適時に資金繰計画を作成・更新することにより管理し

ております。
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２　金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極

めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注)２を参照ください)。
　

前連結会計年度(平成23年３月31日)

　 連結貸借対照表計上額
(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

(1) 現金及び預金 2,698 2,698 ―

(2) 受取手形及び売掛金 19,936　 　

　　貸倒引当金(*1) △67　 　

　 19,868 19,868 ―

(3) 割賦売掛金 67,029　 　

　　　貸倒引当金(*2) △110　 　

　　割賦利益繰延(*2) △12,011　 　

　 54,907 61,372 6,465

(4) リース投資資産 6,883　 　

　　　貸倒引当金(*1) △26　 　

　　 6,857 7,184 327

(5) 投資有価証券 　 　 　

　　　満期保有目的の債券 199 201 1

　　　その他有価証券 23,399 23,399 ―

資産計 107,929 114,724 6,795

(1) 支払手形及び買掛金 33,609 33,609 ―

(2) 短期借入金 20,452 20,452 ―

(3) 未払法人税等 3,074 3,074 ―

(4) 長期借入金(*3) 9,966 10,003 37

負債計 67,103 67,140 37

(*1)　受取手形及び売掛金、リース投資資産においては、対応する貸倒引当金を控除しております。
(*2)　割賦売掛金においては、対応する貸倒引当金及び割賦利益繰延を控除しております。
(*3)　１年以内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めて記載しております。

　

当連結会計年度(平成24年３月31日)

　 連結貸借対照表計上額
(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

(1) 現金及び預金 2,545 2,545 ―

(2) 受取手形及び売掛金 31,407　 　

　　貸倒引当金(*1) △64　 　

　 31,342 31,342 ―

(3) 割賦売掛金 67,699　 　

　　　貸倒引当金(*2) △87　 　

　　割賦利益繰延(*2) △12,389　 　

　 55,221 61,966 6,744

(4) リース投資資産 7,514　 　

　　　貸倒引当金(*1) △29　 　

　　 7,485 7,587 102

(5) 投資有価証券 　 　 　

　　　満期保有目的の債券 228 236 7

　　　その他有価証券 24,884 24,884 ―

資産計 121,707 128,562 6,854

(1) 支払手形及び買掛金 54,644 54,644 ―

(2) 短期借入金 9,996 9,996 ―

(3) 未払法人税等 3,648 3,648 ―

(4) 長期借入金(*3) 9,565 9,587 △22

負債計 77,854 77,876 △22

(*1)　受取手形及び売掛金、リース投資資産においては、対応する貸倒引当金を控除しております。
(*2)　割賦売掛金においては、対応する貸倒引当金及び割賦利益繰延を控除しております。
(*3)　１年以内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めて記載しております。
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(注) １　金融商品の時価の算定方法に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金

これらは短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済され、貸倒引当金が信用リスクを適切に考慮していると考え、当該帳簿価額から貸

倒引当金を控除した金額としております。

(3) 割賦売掛金

将来キャッシュ・フローを市場金利等の指標で割り引いた現在価値により算定しております。

(4) リース投資資産

リース料債権の将来キャッシュ・フローを市場金利等の指標で割り引いた現在価値により算定しており

ます。また、時価には見積残存価額の帳簿価額を前連結会計年度は803百万円、当連結会計年度は756百万円

含めて記載しております。

(5) 投資有価証券

投資有価証券については取引所の価格によっております。

負　債

(1) 支払手形及び買掛金 及び (2) 短期借入金 並びに (3) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(4) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引

いて算定する方法によっております。
　

２　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 　 (単位：百万円)

区分
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

非上場株式 3,108 3,170

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(5) 投資有価証

券」には含めておりません。なお、上記金額のうち、非連結子会社及び関連会社に対する株式については、「注

記事項―連結貸借対照表関係」に記載しているため、記載を省略しております。
　

３　金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(平成23年３月31日)

　
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 2,698 ― ― ―

受取手形及び売掛金 19,936 ― ― ―

割賦売掛金 22,996 43,481 551 ―

投資有価証券 　 　 　 　

満期保有目的の債券
(国債)

― ― 199 ―

合計 45,630 43,481 750 ―
　

当連結会計年度(平成24年３月31日)

　
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 2,545 ― ― ―

受取手形及び売掛金 31,407 ― ― ―

割賦売掛金 23,412 43,564 723 ―

投資有価証券 　 　 　 　

満期保有目的の債券
(国債)

― ― 228 ―

合計 57,364 43,564 951 ―

(注)　リース投資資産の連結決算日後の償還予定額につきましては、(リース取引関係)１ ファイナンス・

リース取引(貸手側)をご参照ください。
　

４　長期借入金の連結決算日後の返済予定額

連結附属明細表「借入金等明細表」をご参照ください。
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(有価証券関係)

１　満期保有目的の債券

前連結会計年度(平成23年３月31日)

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの 　 　 　

国債 149 152 2

小計 149 152 2

時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの 　 　 　

国債 49 49 △0

小計 49 49 △0

合計 199 201 1
　

当連結会計年度(平成24年３月31日)

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの 　 　 　

国債 212 220 7

小計 212 220 7

時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの 　 　 　

国債 16 16 △0

小計 16 16 △0

合計 228 236 7
　

２　その他有価証券

前連結会計年度(平成23年３月31日)

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価(百万円) 差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　 　 　

株式 22,342 1,723 20,618

小計 22,342 1,723 20,618

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

　 　 　

株式 1,056 1,521 △464

小計 1,056 1,521 △464

合計 23,399 3,245 20,154

(注)　非上場株式(連結貸借対照表計上額412百万円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と
認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　

当連結会計年度(平成24年３月31日)

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価(百万円) 差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　 　 　

株式 23,786 1,760 22,026

小計 23,786 1,760 22,026

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

　 　 　

株式 1,097 1,361 △263

小計 1,097 1,361 △263

合計 24,884 3,121 21,763

(注)　非上場株式(連結貸借対照表計上額409百万円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と
認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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３　連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

区分
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

株式 65 48 ―

　
当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

当連結会計年度中に売却したその他有価証券は、重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　
４　減損処理を行った有価証券

前連結会計年度において減損処理を行った有価証券は、重要性が乏しいため、記載を省略しております。

当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について132百万円減損処理を行っております。

なお、減損処理にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、全て減損

処理を行い、30～50％程度下落した場合には、時価の推移、発行体の財政状況等により、回復可能性を総合的に判断し、

必要と認められた額について、減損処理を行うこととしております。

　
(デリバティブ取引関係)

当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。

次へ
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(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、退職一時金制度及び確定拠出年金制度を設けており、確定拠出年金制度は、退職一時金制

度の内枠控除方式を導入しております。

　
２　退職給付債務に関する事項

(単位：百万円)

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

(1) 退職給付債務 △15,320 △15,856

(2) 未積立退職給付債務(1) △15,320 △15,856

(3) 未認識数理計算上の差異 187 31

(4) 未認識過去勤務債務(債務の減額) △738 △597

(5) 連結貸借対照表計上額純額(2)＋(3)＋(4) △15,872 △16,422

(6) 退職給付引当金(5) △15,872 △16,422

　
３　退職給付費用に関する事項

(単位：百万円)

　
前連結会計年度

(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

(1) 勤務費用 806 876

(2) 利息費用 293 306

(3) 数理計算上の差異の費用処理額 126 179

(4) 過去勤務債務の費用処理額(費用の減額処理額) △141 △141

(5) 確定拠出年金掛金 707 699

(6) 臨時に支払った割増退職金 76 55

(7) 退職給付費用(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)＋(6) 1,869 1,976

　
４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 退職給付見込額の期間配分方法

期間定額基準

　

(2) 割引率

前連結会計年度
(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

2.0％ 2.0％

　

(3) 過去勤務債務の額の処理年数

10年(定額法により費用処理(費用の減額処理)することとしております。)

　

(4) 数理計算上の差異の処理年数

10年(定額法によりその発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。)
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前連結会計年度

(平成23年３月31日)
当連結会計年度
(平成24年３月31日)

(繰延税金資産) 　 　

 退職給付引当金 6,434百万円 5,954百万円

 賞与引当金 1,873  〃 1,780  〃

 未払社会保険料等 265  〃 254  〃

 未払役員退職金 223  〃 191  〃

 資産除去債務 224  〃 200  〃

 貸倒引当金 188  〃 160  〃

 減損損失 1,517  〃 1,542  〃

 投資有価証券評価損 137  〃 166  〃

 会員権評価損 141  〃 127  〃

 未払事業税 294  〃 320  〃

 未払事業所税 67  〃 66  〃

 未実現利益調整 499  〃 463  〃

 その他 474  〃 582  〃

 繰延税金資産小計 12,342  〃 11,810  〃

 評価性引当額 △2,213  〃 △2,222  〃

 繰延税金資産合計 10,128  〃 9,588  〃

(繰延税金負債) 　 　

 その他有価証券評価差額金 △8,125  〃 △7,647 〃

 有形固定資産 △85  〃 △73 〃

 固定資産圧縮積立金 △225  〃 △194 〃

 その他 △5  〃 △4 〃

 繰延税金負債合計 △8,442  〃 △7,920 〃

 繰延税金資産の純額 1,686  〃 1,667 〃

　
繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

　
前連結会計年度

(平成23年３月31日)
当連結会計年度
(平成24年３月31日)

流動資産－繰延税金資産 2,862百万円 2,853百万円

固定資産－繰延税金資産 6,417  〃 5,981  〃

固定負債－繰延税金負債 △7,593  〃 △7,167  〃

　
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主

要な項目別の内訳

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

法定実効税率 ― 　 40.6％
（調整） 　 　 　 　
交際費等永久に損金に算入されない項目 ― 　 0.5〃
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 ― 　 △0.6〃
住民税均等割等 ― 　 0.6〃
持分法投資利益 ― 　 △0.5〃
負ののれん償却 ― 　 △1.8〃
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 ― 　 7.7〃
評価性引当額の増加額 ― 　 2.6〃
その他 ― 　 0.2〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ― 　 49.3〃

(注)  前連結会計年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分

の５以下であるため注記を省略しております。
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３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第

114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成

23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率の引

下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使

用する法定実効税率は従来の40.6％から、平成24年４月１日に開始する連結会計年度から平成26年４月１日に開始する

連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については37.7％に、平成27年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消

が見込まれる一時差異については、35.3％となります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は169百万円、その他有価証券評価

差額金が1,124百万円、法人税等調整額が955百万円、それぞれ増加しております。

　
(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

１　当該資産除去債務の概要

当社及び当社グループは、事業用資産の一部について土地又は建物所有者との間で不動産賃借契約を締結しており、

賃借期間終了時に原状回復する義務を有しているため、契約及び法令上の義務に関して資産除去債務を計上しておりま

す。

　

２　当該資産除去債務の金額の算定方法

資産除去債務の見積りにあたり、使用見込期間は４年から50年、割引率は主として2.0％を採用しております。

　

３　当該資産除去債務の総額の増減

　

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

期首残高(注) 546百万円 549百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 4  〃 10  〃

時の経過による調整額 9  〃 9  〃

資産除去債務の履行による減少額 △9  〃 △10  〃

その他 △1　〃 ―

期末残高 549　〃 558　〃

(注)  前連結会計年度の「期首残高」は「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号  平成20年３月31

日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月31日)を

適用したことによる残高であります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１　報告セグメントの概要

(1) 報告セグメントの決定方法

当社の報告セグメントは、構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配分の

決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループでは、純粋持株会社体制のもと、各事業会社によって、その取り扱う商品・サービスについて包括的

な戦略を立案し、それぞれ事業活動を展開しております。

したがって、当社は、事業会社を基礎とした商品・サービス別のセグメントから構成されており、外部顧客への売

上高を構成するセグメントとして、「自動車関連事業」、「住宅関連事業」及び「情報システム関連事業」の３つを

報告セグメントとしております。

「自動車関連事業」は、自動車の販売及びリース・レンタル、自動車修理等、車両の輸送、自動車教習所の運営及び

石油製品類の販売等を行っております。また、「住宅関連事業」は住宅の販売・建築請負を、「情報システム関連事

業」は、情報処理、システム開発、システム機器等の販売を行っております。

　
２　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場価格等を勘案し決定しております。

　
３　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

(単位：百万円)

　

報告セグメント
その他

(注１)
合計

調整額

(注２）

連結財務諸表

計上額

(注３）
自動車

関連事業

住宅関連

事業

情報システム

関連事業
計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 311,79120,473 3,133 335,398 11 335,409 ― 335,409

  セグメント間の内部

  売上高又は振替高 74 196 1,773 2,045 554 2,600 △2,600 ―

計 311,86520,670 4,907 337,443 566 338,009△2,600 335,409

セグメント利益

又は損失(△)
11,244 680 519 12,444 △70 12,374 △60 12,314

セグメント資産 239,38910,878 7,943 258,210 4,397 262,608△6,884 255,723

その他の項目 　 　 　 　 　 　 　 　

減価償却費 15,765 48 63 15,878 522 16,400 △50 16,349

持分法適用会社への
投資額

2,454 ― ― 2,454 ― 2,454 ― 2,454

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

18,275 54 26 18,356 799 19,156 △98 19,057

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、機器等のリース、割賦・リースの保

証・集金代行の事業を含んでおります。

２　調整額は、以下のとおりであります。

(1) セグメント利益又は損失(△)の調整額△60百万円には、セグメント間取引消去30百万円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△821百万円、その他調整額730百万円が含まれております。全社費用は、主に報告

セグメントに帰属しない純粋持株会社である当社の子会社統括事業及び株式管理事業等に係る費用であり、

その他調整額は報告セグメントに帰属しない当社の受取ロイヤリティ等であります。

(2) セグメント資産の調整額△6,884百万円には、セグメント間債権消去△32,610百万円、各報告セグメントに

配分していない全社資産25,725百万円が含まれております。全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない純

粋持株会社である当社の長期投資資金(投資有価証券)等であります。

(3) 減価償却費の調整額△50百万円には、セグメント間減価償却費△103百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社減価償却費52百万円が含まれております。

(4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額△98百万円には、セグメント間有形固定資産及び無形固

定資産の増加額△119百万円、各報告セグメントに配分していない全社有形固定資産及び無形固定資産の増加

額20百万円が含まれております。

３　セグメント利益又は損失(△)は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

(単位：百万円)

　

報告セグメント

その他

(注１)
合計

調整額

(注２）

連結財務諸表

計上額

(注３）
自動車

関連事業

住宅関連

事業

情報システム

関連事業
計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 322,00021,495 3,545 347,041 16 347,057 ― 347,057

  セグメント間の内部

  売上高又は振替高 74 383 1,560 2,018 596 2,615 △2,615 －

計 322,07421,879 5,105 349,060 612 349,672△2,615 347,057

セグメント利益

又は損失(△)
10,848 804 440 12,093 △0 12,093 △38 12,054

セグメント資産 261,83010,368 8,033 280,231 3,484 283,715△9,409 274,306

その他の項目 　 　 　 　 　 　 　 　

減価償却費 15,198 51 132 15,382 487 15,869 △185 15,684

持分法適用会社への
投資額

2,520 ― ― 2,520 ― 2,520 ― 2,520

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

17,487 121 24 17,634 203 17,837 △59 17,778

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、機器等のリース、割賦・リースの保

証・集金代行の事業を含んでおります。

２　調整額は、以下のとおりであります。

(1) セグメント利益又は損失(△)の調整額△38百万円には、セグメント間取引消去102百万円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△861百万円、その他調整額720百万円が含まれております。全社費用は、主に報

告セグメントに帰属しない純粋持株会社である当社の子会社統括事業及び株式管理事業等に係る費用であ

り、その他調整額は報告セグメントに帰属しない当社の受取ロイヤリティ等であります。

(2) セグメント資産の調整額△9,409百万円には、セグメント間債権消去△35,753百万円、各報告セグメントに

配分していない全社資産26,343百万円が含まれております。全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない純

粋持株会社である当社の長期投資資金(投資有価証券)等であります。

(3) 減価償却費の調整額△185百万円には、セグメント間減価償却費△238百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社減価償却費53百万円が含まれております。

(4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額△59百万円には、セグメント間有形固定資産及び無形固

定資産の増加額△93百万円、各報告セグメントに配分していない全社有形固定資産及び無形固定資産の増加

額34百万円が含まれております。

３　セグメント利益又は損失(△)は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　
【関連情報】

１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　
２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

　
(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　
３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ　　

ん。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

その他 全社・消去 合計
自動車

関連事業
住宅関連事業

情報システム

関連事業
計

減損損失 551 ― ― 551 ― ― 551

　
当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

その他 全社・消去 合計
自動車

関連事業
住宅関連事業

情報システム

関連事業
計

減損損失 666 ― ― 666 ― ― 666

　
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

なお、平成22年４月１日前に行われた企業結合により発生した負ののれんの償却額及び末償却残高は、以下のとお

りであります。

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

その他 全社・消去 合計
自動車

関連事業
住宅関連事業

情報システム

関連事業
計

当期償却額 ― ― ― ― ― 529 529

当期末残高 ― ― ― ― ― 8,473 8,473

　
当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

その他 全社・消去 合計
自動車

関連事業
住宅関連事業

情報システム

関連事業
計

当期償却額 ― ― ― ― ― 529 529

当期末残高 ― ― ― ― ― 7,943 7,943

　
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

関連会社
トヨタ部品
愛知共販㈱

名古屋市
熱田区

100
自動車部品・
用品等の販売

(所有)
直接 26.0
間接  2.0

自動車部品・
用品等の購入
役員の兼任

自動車部品・
用品等の購入

22,184買掛金 3,500

　

(2) 連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員及びその近
親者が議決権の
過半数を所有し
ている会社等

名古屋友豊
㈱(注１)

名古屋市
中川区

34不動産賃貸業
(被所有)
直接 8.9

建物の賃借
役員の兼任

建物の賃借 83 ― ―

(注) １　当社取締役山口直樹及び山口真史並びにその近親者が議決権の88.0％を直接所有しております。

２　上記(1)～(2)の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれており

ます。

３　取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) トヨタ部品愛知共販㈱からの自動車部品・用品等の購入については、一般取引と同様の条件によっており

ます。

(2) 名古屋友豊㈱との建物の賃借については、近隣の取引情勢に基づいて、契約により金額を決定しておりま

す。

　

当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

関連会社
トヨタ部品
愛知共販㈱

名古屋市
熱田区

100
自動車部品・
用品等の販売

(所有)
直接 26.0
間接  2.0

自動車部品・
用品等の購入
役員の兼任

自動車部品・
用品等の購入

20,996買掛金 4,018

　

(2) 連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員及びその近
親者が議決権の
過半数を所有し
ている会社等

名古屋友豊
㈱(注１)

名古屋市
中川区

34不動産賃貸業
(被所有)
直接 8.9

建物の賃借
役員の兼任

建物の賃借 87 ― ―

(注) １　当社取締役山口直樹及び山口真史並びにその近親者が議決権の88.0％を直接所有しております。

２　上記(1)～(2)の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれており

ます。

３　取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) トヨタ部品愛知共販㈱からの自動車部品・用品等の購入については、一般取引と同様の条件によっており

ます。

(2) 名古屋友豊㈱との建物の賃借については、近隣の取引情勢に基づいて、契約により金額を決定しておりま

す。
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(１株当たり情報)

　

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

１株当たり純資産額 3,627.64円 3,845.32円

１株当たり当期純利益金額 214.34円 184.61円

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

　当期純利益(百万円) 7,218 6,212

　普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

　普通株式に係る当期純利益(百万円) 7,218 6,212

　普通株式の期中平均株式数(株) 33,676,650 33,650,928

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 20,452 9,996 0.43 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 2,481 926 0.81 ―

１年以内に返済予定のリース債務 2 2 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

7,484 8,638 0.81 平成25年～平成28年

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

4 2 ― 平成25年～平成26年

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 30,425 19,566 ― ―

(注) １　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連

結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３　連結貸借対照表上、「１年以内に返済予定の長期借入金」は流動負債の「短期借入金」に「１年以内に返済予

定のリース債務」は流動負債の「その他」に、「リース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)」は固定負

債の「その他」に計上しております。

４　長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は

以下のとおりであります。

　
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 1,793 717 1,128 5,000

リース債務 2 ― ― ―

　
【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。

　

(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 56,559 144,373 234,624 347,057

税金等調整前
四半期(当期)純利益

(百万円) 529 4,618 7,630 12,256

四半期(当期)純利益 (百万円) 283 2,666 3,646 6,212

１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 8.41 79.22 108.35 184.61

　

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり
四半期純利益金額

(円) 8.41 70.82 29.13 76.27
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

（単位：百万円）

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 950 192

営業未収入金 73 102

前払費用 14 17

繰延税金資産 73 76

関係会社短期貸付金 43,475 37,758

その他 379 391

流動資産合計 44,966 38,539

固定資産

有形固定資産

建物 6,882 6,890

減価償却累計額 △5,063 △5,186

建物（純額） 1,818 1,703

構築物 1,046 1,047

減価償却累計額 △888 △907

構築物（純額） 157 139

機械及び装置 2,521 2,521

減価償却累計額 △2,338 △2,369

機械及び装置（純額） 183 151

車両運搬具 5 10

減価償却累計額 △0 △4

車両運搬具（純額） 5 6

工具、器具及び備品 1,171 1,169

減価償却累計額 △1,132 △1,148

工具、器具及び備品（純額） 39 21

土地 1,805 1,805

リース資産 28 28

減価償却累計額 △10 △14

リース資産（純額） 17 13

有形固定資産合計 4,027 3,841

無形固定資産

ソフトウエア 20 33

電話加入権 2 2

施設利用権 24 24

無形固定資産合計 47 60

投資その他の資産

投資有価証券 21,935 23,338

関係会社株式 76,400 76,400

長期前払費用 1 0

その他 2 6

投資その他の資産合計 98,339 99,745

固定資産合計 102,414 103,646

資産合計 147,381 142,186
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（単位：百万円）

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 19,050 8,466

関係会社短期借入金 29,877 33,302

1年内返済予定の長期借入金 1,500 －

リース債務 4 4

未払金 21 21

未払費用 13 36

未払法人税等 17 20

未払消費税等 12 13

前受金 28 6

預り金 5 5

賞与引当金 40 36

本社建替関連費用引当金 50 50

流動負債合計 50,620 41,964

固定負債

長期借入金 5,000 7,000

リース債務 14 10

長期未払金 256 254

繰延税金負債 4,056 4,071

資産除去債務 3 3

固定負債合計 9,330 11,339

負債合計 59,951 53,303

純資産の部

株主資本

資本金 2,917 2,917

資本剰余金

資本準備金 25,819 25,819

資本剰余金合計 25,819 25,819

利益剰余金

利益準備金 729 729

その他利益剰余金

別途積立金 41,000 41,000

繰越利益剰余金 6,062 6,749

利益剰余金合計 47,792 48,479

自己株式 △439 △1,653

株主資本合計 76,090 75,562

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 11,339 13,320

評価・換算差額等合計 11,339 13,320

純資産合計 87,429 88,882

負債純資産合計 147,381 142,186
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

営業収益 ※
 3,555

※
 3,376

営業費用

金融費用 230 193

不動産賃貸費用 298 321

租税公課 23 23

減価償却費 42 42

役員報酬 189 176

従業員給料及び手当 263 266

賞与引当金繰入額 40 36

その他 197 223

営業費用合計 1,284 1,284

営業利益 2,270 2,091

営業外収益

受取配当金 382 367

雑収入 15 14

営業外収益合計 397 381

営業外費用

支払利息 62 51

シンジケートローン手数料 － 29

雑損失 7 9

営業外費用合計 70 91

経常利益 2,597 2,382

特別利益

投資有価証券売却益 48 －

特別利益合計 48 －

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 3 －

投資有価証券評価損 － 130

特別損失合計 3 130

税引前当期純利益 2,643 2,251

法人税、住民税及び事業税 132 78

法人税等調整額 6 458

法人税等合計 138 537

当期純利益 2,504 1,714
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　　③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
 至 平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 2,917 2,917

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,917 2,917

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 25,819 25,819

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 25,819 25,819

その他資本剰余金

当期首残高 － －

当期変動額

自己株式の処分 △2 △0

繰越利益剰余金からその他資本剰余金
への補てん

2 0

当期変動額合計 － －

当期末残高 － －

資本剰余金合計

当期首残高 25,819 25,819

当期変動額

自己株式の処分 △2 △0

繰越利益剰余金からその他資本剰余金
への補てん

2 0

当期変動額合計 － －

当期末残高 25,819 25,819

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 729 729

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 729 729

その他利益剰余金

別途積立金

当期首残高 40,000 41,000

当期変動額

別途積立金の積立 1,000 －

当期変動額合計 1,000 －

当期末残高 41,000 41,000
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
 至 平成24年３月31日)

繰越利益剰余金

当期首残高 5,782 6,062

当期変動額

別途積立金の積立 △1,000 －

剰余金の配当 △1,220 △1,027

当期純利益 2,504 1,714

繰越利益剰余金からその他資本剰
余金への補てん

△2 △0

当期変動額合計 280 686

当期末残高 6,062 6,749

利益剰余金合計

当期首残高 46,511 47,792

当期変動額

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △1,220 △1,027

当期純利益 2,504 1,714

繰越利益剰余金からその他資本剰余金
への補てん

△2 △0

当期変動額合計 1,280 686

当期末残高 47,792 48,479

自己株式

当期首残高 △408 △439

当期変動額

自己株式の取得 △38 △1,215

自己株式の処分 7 1

当期変動額合計 △30 △1,214

当期末残高 △439 △1,653

株主資本合計

当期首残高 74,840 76,090

当期変動額

剰余金の配当 △1,220 △1,027

当期純利益 2,504 1,714

自己株式の取得 △38 △1,215

自己株式の処分 5 1

繰越利益剰余金からその他資本剰余金へ
の補てん

－ －

当期変動額合計 1,250 △527

当期末残高 76,090 75,562
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
 至 平成24年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 13,133 11,339

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,794 1,980

当期変動額合計 △1,794 1,980

当期末残高 11,339 13,320

評価・換算差額等合計

当期首残高 13,133 11,339

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,794 1,980

当期変動額合計 △1,794 1,980

当期末残高 11,339 13,320

純資産合計

当期首残高 87,973 87,429

当期変動額

剰余金の配当 △1,220 △1,027

当期純利益 2,504 1,714

自己株式の取得 △38 △1,215

自己株式の処分 5 1

繰越利益剰余金からその他資本剰余金への補
てん

－ －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,794 1,980

当期変動額合計 △544 1,453

当期末残高 87,429 88,882
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【重要な会計方針】

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

時価のあるもの

決算末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

　
２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(付属設備を除く)については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 15～50年

構築物 10～35年

機械及び装置 12～15年

車両運搬具 ６年

工具、器具及び備品 ５～15年

(2) 無形固定資産

定額法によっております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(4) 長期前払費用

定額法によっております。

　
３　引当金の計上基準

(1) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

(2) 本社建替関連費用引当金

当社本社ビル兼愛知トヨタ自動車㈱(連結子会社)高辻営業所の建て替えに関連して発生する損失に備えるため、解

体費用等の発生見込額を計上しております。

　
４　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　

EDINET提出書類

株式会社ＡＴグループ(E02514)

有価証券報告書

70/84



　

【追加情報】

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する

会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しております。

　

【注記事項】

(貸借対照表関係)

　　保証債務

関係会社の仕入債務等について次のとおり支払保証を行っております。

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

㈱アトラス 0百万円 0百万円

トヨタ情報システム愛知㈱ 127  〃  72  〃

計 127  〃 73  〃

　

(損益計算書関係)

※　関係会社項目

各科目に含まれている関係会社に対するものは次のとおりであります。

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

営業収益 3,555百万円 3,376百万円

　（内訳） 　 　

　　受取利息 253百万円 214百万円

　　受取配当金 2,120  〃 2,040  〃

　　受取ロイヤリティ 698  〃 720  〃

　　不動産賃貸収入 482  〃 400  〃
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

自己株式に関する事項

　

株式の種類
当事業年度期首
株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

普通株式 (注) １,２ 277,816 42,310 5,609 314,517

(注) １　普通株式の自己株式の株式数の増加42,310株は、単元未満株式の買取による増加であります。

２　普通株式の自己株式の株式数の減少5,609株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。

　
当事業年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

自己株式に関する事項

　

株式の種類
当事業年度期首
株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

普通株式 (注) １,２ 314,517 1,214,996 1,092 1,528,421

(注) １　普通株式の自己株式の株式数の増加1,214,996株は、平成23年９月15日の取締役会決議による自己株式の取得

による増加1,194,000株、単元未満株式の買取による増加20,996株であります。

２　普通株式の自己株式の株式数の減少1,092株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。

　

(有価証券関係)

子会社株式及び関連会社株式(当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式76,317百万円、関連会社株式83百万

円、前事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式76,317百万円、関連会社株式83百万円)は、市場価格がなく、時価を把

握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

(繰延税金資産) 　 　

 吸収分割に伴う子会社株式 3,566百万円 3,106百万円

 賞与引当金 16  〃 13  〃

 未払役員退職慰労金 104  〃 89  〃

 減損損失 135  〃 117  〃

 投資有価証券評価損 130  〃 160  〃

 未払事業税 3  〃 4  〃

 本社建替関連費用 50  〃 45  〃

 その他 10  〃 23  〃

 繰延税金資産小計 4,018  〃 3,560  〃

 評価性引当額 △365  〃 △366  〃

 繰延税金資産合計 3,653  〃 3,194  〃

(繰延税金負債) 　 　

 その他有価証券評価差額金 △7,636  〃 △7,188  〃

 繰延税金負債合計 △7,636  〃 △7,188  〃

 繰延税金負債の純額 △3,983  〃 △3,994  〃

　

繰延税金負債の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

流動資産－繰延税金資産 73百万円 76百万円

固定負債－繰延税金負債 △4,056  〃 △4,071  〃

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

法定実効税率 40.6％ 40.6％

（調整） 　 　 　 　

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △35.4〃 △40.0〃

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 －　 20.7〃

評価性引当額 －　 2.5〃

その他 －　 0.1〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 5.2〃 23.9〃

　

３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第

114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平

成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引下

げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用

する法定実効税率は従来の40.6％から、平成24年４月１日に開始する事業年度から平成26年４月１日に開始する事業

年度に解消が見込まれる一時差異については37.7％に、平成27年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれ

る一時差異については、35.3％となります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は596百万円、その他有価証券評

価差額金が1,062百万円、法人税等調整額が466百万円、それぞれ増加しております。
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(１株当たり情報)

　

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

１株当たり純資産額 2,508.27円 2,641.97円

１株当たり当期純利益金額 71.82円 50.14円

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

　当期純利益金額(百万円) 2,504 1,714

　普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

　普通株式に係る当期純利益金額(百万円) 2,504 1,714

　普通株式の期中平均株式数(株) 34,870,650 34,198,993

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価証券 その他有価証券

トヨタ自動車㈱ 5,842,290 20,856

㈱愛知銀行 76,024 380

㈱名古屋銀行 1,217,280 361

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グ
ループ

677,252 279

㈱十六銀行 877,946 250

㈱百五銀行 564,000 214

㈱大垣共立銀行 638,000 190

東海東京フィナンシャル・ホール
ディングス㈱

444,246 137

横浜ゴム㈱ 115,482 68

㈱三井住友フィナンシャルグループ 24,365 66

ＫＤＤＩ㈱ 103 55

㈱豊田自動織機 16,175 40

中部電力㈱ 26,708 39

ヤマトホールディングス㈱ 30,000 38

ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグルー
プホールディングス㈱

17,906 30

東京海上ホールディングス㈱ 13,315 30

その他　47銘柄 724,288 298

計 11,305,380 23,338
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 ― ― ― 6,890 5,186 123 1,703

　構築物 ― ― ― 1,047 907 18 139

　機械及び装置 ― ― ― 2,521 2,369 31 151

　車両運搬具 ― ― ― 10 4 3 6

　工具、器具及び備品 ― ― ― 1,169 1,148 16 21

　土地 ― ― ― 1,805 ― ― 1,805

　リース資産 ― ― ― 28 14 4 13

有形固定資産計 ― ― ― 13,472 9,631 197 3,841

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウエア ― ― ― 45 11 5 33

　電話加入権 ― ― ― 2 ― ― 2

　施設利用権 ― ― ― 24 ― ― 24

　無形固定資産計 ― ― ― 71 11 5 60

長期前払費用 6 0 ― 7 6 1 0

繰延資産 　 　 　 　 　 　 　

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(注) １　有形固定資産の増加額及び減少額がいずれも有形固定資産の総額の５％以下であるため、「当期首残高」、

「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を省略しております。

２　無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため「当期首残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」

の記載を省略しております。

　

【引当金明細表】

　

区分
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

賞与引当金 40 36 40 ― 36

本社建替関連費用引当金 50 ― ― ― 50
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額(百万円)

現金 0

預金 　

当座預金 2

普通預金 185

その他 4

小計 192

合計 192

　
②　営業未収入金

　　相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

愛知トヨタ自動車㈱ 41

トヨタカローラ愛豊㈱ 17

ネッツトヨタ愛知㈱ 11

ネッツトヨタ東海㈱ 10

トヨタＬ＆Ｆ中部㈱ 5

その他 15

合計 102

　

営業未収入金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
(百万円)
　
(Ａ)

当期発生高
(百万円)
　
(Ｂ)

当期回収高
(百万円)
　
(Ｃ)

当期末残高
(百万円)
　
(Ｄ)

回収率(％)
 
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
　 (Ａ)＋(Ｄ)　
　 ２ 　
　 (Ｂ) 　
　 366 　

73 756 727 102 87.6 42.7

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれております。

　

③　関係会社短期貸付金

相手先 金額(百万円)

㈱トヨタレンタリース愛知 12,988

トヨタカローラ愛豊㈱ 11,636

ネッツトヨタ愛知㈱ 6,169

ネッツトヨタ東海㈱ 6,013

愛知クレジットサービス㈱ 950

合計 37,758

　
④　関係会社株式

銘柄 金額(百万円)

愛知トヨタ自動車㈱ 51,718

トヨタＬ＆Ｆ中部㈱ 7,975

トヨタカローラ愛豊㈱ 4,098

トヨタ情報システム愛知㈱ 3,295

ネッツトヨタ愛知㈱ 2,192

その他 7,119

合計 76,400
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⑤　短期借入金

相手先 金額(百万円)

㈱十六銀行 1,450

㈱愛知銀行 1,020

㈱百五銀行 820

㈱三井住友銀行 700

岡崎信用金庫 700

その他 3,776

合計 8,466

　
⑥　関係会社短期借入金

相手先 金額(百万円)

愛知トヨタ自動車㈱ 14,118

トヨタホーム愛知㈱ 6,649

トヨタ情報システム愛知㈱ 5,672

トヨタＬ＆Ｆ中部㈱ 2,649

㈱ＡＴビジネス 1,904

その他 2,308

合計 33,302

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日、９月30日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り・
買増し

　

　　取扱場所
(特別口座)
名古屋市中区栄三丁目15番33号 中央三井信託銀行株式会社 名古屋支店 証券代行部

　　株主名簿管理人
(特別口座)
東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取・買増手数料 ―

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし事故その他やむを得ない事由によって電
子公告による公告をすることができない場合は、中日新聞に掲載して行う。
公告掲載URL
http://www.at-group.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。

(注) １　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができません。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

(4) 当会社の株主は、株式取扱規則に定めるところにより、その有する単元未満株式の数と併せて単元株式数

となる数の株式を売り渡すことを請求することができる権利

２　特別口座の口座管理機関である中央三井信託銀行株式会社は、平成24年４月１日をもって、住友信託銀行株式

会社及び中央三井アセット信託銀行株式会社と合併し、商号を「三井住友信託銀行株式会社」に変更し、以下

のとおり商号・住所等が変更となっております。

　　　取扱場所　　　（特別口座）

　　　　　　　　 名古屋市中区栄三丁目15番33号 三井住友信託銀行株式会社 名古屋営業部 証券代行部　　

　株主名簿管理人（特別口座）

　　　　　　　　 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 三井住友信託銀行株式会社
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　
２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　
(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　
事業年度 第101期(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

平成23年６月29日
東海財務局長に提出

　

　
(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成23年６月29日東海財務局長に提出

　
(3)
　
四半期報告書及び確認書

　

　

　
(第102期第１四半期)(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)

平成23年８月５日
東海財務局長に提出

　

　

　 (第102期第２四半期)(自　平成23年７月１日　至　平成23年９月30日)
平成23年11月10日
東海財務局長に提出

　

　

　 (第102期第３四半期)(自　平成23年10月１日　至　平成23年12月31日)
平成24年２月10日
東海財務局長に提出

　

　
(4)
　
臨時報告書

平成23年６月30日東海財務局長に提出

　
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結
果）に基づく臨時報告書

　

　
(5)
　
自己株券買付状況報告書

　

　 報告期間(自　平成23年９月１日　至　平成23年９月30日)
平成23年10月14日
東海財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成24年６月28日

　

株式会社ＡＴグループ

取 締 役 会　　御 中
　

　

有限責任監査法人　トーマツ 　
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　　井　　夏　　樹　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　瀧　　沢　　宏　　光　　㊞

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社ＡＴグループの平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までの連結会計年

度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計

算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び

連結附属明細表について監査を行った。

　
連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証

を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査

手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ

いて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな

いが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸

表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討するこ

とが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社ＡＴグループ及び連結子会社の平成２４年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ＡＴグ

ループの平成２４年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　
内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる

財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない

可能性がある。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る

内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法

人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠

を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼

性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制

の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示

を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、株式会社ＡＴグループが平成２４年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であ

ると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統

制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

　２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成24年６月28日
　

株式会社ＡＴグループ

取 締 役 会　　御 中
　

　

有限責任監査法人　トーマツ 　
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　　井　　夏　　樹　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　瀧　　沢　　宏　　光　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社ＡＴグループの平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までの第１０２期

事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注

記及び附属明細表について監査を行った。

　
財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続

は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択

及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当

監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と

適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並

びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ＡＴグループの平成２４年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経

営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

　２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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